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論序
研究史
　コンコルダとは、世俗国家と教皇庁が結ぶ条約であり、日本では政教条約
ないし政教協約と訳されている。フランスは二っのコンコルダを結んでおり、
1516年に国王フランソワ1世と教皇レオ10世が結び、1801年に第一統領ナポ
レオン・ボナパルトと教皇ピウス7世が結んでいる。おなじくコンコルダと
呼ばれる両条約であるが、その性格はことなる。1516年のコンコルダは、中
世の名残をのこす教皇権と、初期アンシァン・レジームの王権が、相互関係
を定めた条約である。これはフランス革命によって破棄され、フランスと教
皇庁の関係は不安定化し、その後の各政権は安定化を果たせずにおわった。
1801年のコンコルダは・新しい権威とレて確立しっっある近代的な領域国家
と、中世以来の伝統として普遍的な権威を求める教皇庁が、あらたな安定し
た関係を確立するために締結したものである。支配の安定を最優先する政権
である統領政府がフランスに成立し、革命の混乱を収拾するため、教皇庁と
の本格的な和解を実現させたのであった。このコンコルダは1905年まで存続
し、100年以上、フランス国家とカ・トリック教会の関係を規定しつづける存
在となった。
　1801年のコンコルダに関する研究は、1960年代前半より事実上の空白期に
はいっており、それをどう埋めていくかが現在の大きな課題である。
　19世紀中頃より、革命から第一帝政にかけての時期が、歴史研究の対象と
なりうるr過去」となった。フランスの歴史研究にドイツからランケ史学が
導入され、史料実証主義が確立したのもおなじ時期だとされるが、ことコン
コルダに関しては、それが20世紀初頭まで遅れた。19世紀の段階では、共和
主義派や王党派、ボナパルト派、社会主義といった諸党派による、イデオロ
ギー的議論が中心的であった。
　まずティェールは、『統領政府及び帝国の歴史』全20巻（1845年）1の中で、
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コンコルダを革命で中断されたカトリック礼拝の再開と位置づけた。彼はコ
ンコルダの実現をはたした第一統領のイニシアティヴを、カトリックに対す
る信仰心に由来すると評価する。ここに、第一統領のイニシァティヴが敬度
さにもとづくものなのかどうかという議論が始まる。コンコルダは信仰心に
もとづく必然的な決断であったのか。それとも、複数の選択肢の中から有用
性を基準としてカトリック礼拝の再開が選ばれたにすぎないのか。これは、
常に支配的な宗教religion　comme　domin＆nte（宗教的エスタブリッシ斗
メント）2であろうとしてきたカトリック教会の名誉とも、深くかかわる問
題である。そのため、この議論は20世紀初頭まで継続的に戦わされた。
　ドソンヴィル伯は、rローマ教会と第一帝政』全5巻（1868年）3によって、
統領政府の政策としてのコンコルダの狙いを明らかにした。その狙いとは、
カトリック教会のヒエラルヒーを、官僚機構の補助として統治に利用するこ
とである4。これにより、第一統領の決断は信仰心によるものではないとす
る説が強化された。ただし、これは支配体制が安定した後のカトリック教会
の有用性に立脚した議論である。統領政府が、体制がいまだ定まっていない
時期に、あえてコンコルダ締結に踏み切った理由は明らかにされなかった。
一方、教皇庁が、教皇ピウス7世のイニシアティヴの下に、保守派枢機卿た
ちの反発を排してコンコルダに応じた経緯は明らかにされた。しかし、この
時点では、教皇庁のヴァチカン文庫に収蔵されていた教皇庁側の外交文書が
未公開だった。そのため、教皇庁の動きの一部に、回想録に依拠した不正確
な部分が残された。
　コンコルダ研究への史料実証主義の導入は、他の分野よりも遅れた。その
理由は、第三共和政（1870－1940年）が国家と教会の分離の実現を目指し、
コンコルダの破棄を政策に掲げたことである5。その結果、1905年に、諸教会
と国家の分離法Loi　concemant　la　s6paration　des：Eglises　et　de　l’Etat6
が制定されるまでの期間、コンコルダ研究も非常に党派的なバイアスが強い
イデオロギー的な議論として展開された。
　コンコルダ破棄を支持する研究者たちは、コンコルダは革命の成果である
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良心の自由libert6de　conscience7を放棄し、旧体制を復活させた反動であ
ると位置づけた。第一統領がコンコルダを締結した理由としては、信仰心を
否定し、ドソンヴィル伯の説を採った。その代表がドゥビドゥルr1789年か
ら1870年までのフランスにおける国家と教会の関係』（1898年）とオラール
rフランス革命政治史』（1901年）である8。
　コンコルダを擁護する研究者たちは、コンコルダを革命期の背教的な逸脱
からフランスを救うために旧体制を復活させたものだと評価した。第一統領
がコンコルダを締結した理由としては、第一統領の信仰心をあげた。このグ
ループに属する研究者は、純粋教皇派の聖職者が多い。そのため、アンシァ
ン・レジームの教会とコンコルダ体制の両方が、ともに教皇権至上主義的な
存在だったと主張しているのが特徴である。その代表が、マテユー枢機卿の
r1801年のコンコルダ　起源と歴史』（1904年）9である。
　このようなイデオロギー的な議論も、1905年に諸教会と国家の分離法が制
定され、コンコルダの破棄が現実となって、ようやく姿を消した。・コンコル
ダを対象とした、大学アカデミズムによる史料にもとづく実証研究は、ブレ
・ド・ラ・ムルト編集の『1801年のコンコルダの交渉及びその他のフランス
と教皇庁間の文書史料集』全6巻（1891－1905年）10の刊行を、その出発点
とする。同時期に、オラールも、第一統領に提出された社会情勢に関する報
告書11や、警察の治安関係の報告書12を刊行している。ただし、これらのオ
ラールの史料集は、先行研究によってあまり利用されなかった13。
　ヴァンダルのrボナパルトの到来』全2巻（1911年・1907年）14は、議論
の内容の面ではイデオロギー的なバイアスが強いものの、研究手法の面では
史料による実証を採用している。この研究により、統領政府が成立した直後、
カトリックの下級聖職者と一般信者が何を望み、何をしていたのか、それが
明らかにされた。彼らは礼拝の際に教会の鐘を鳴らすことなどを希望してい
たが、当時は法律で禁じられていた。そのため、場合によっては、礼拝の自
由と称して強引に実行していたのである。ただし、ヴァンダルは、これらの
動きを、革命によって習慣化した暴力的な逸脱として位置づけた。っまり、
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第一統領がコンコルダ締結によって克服した、社会不安の一例として示すに
とどまっている。
　カミーユ・ラトレーユのr1792年から1803年までの、コンコルダに対する
宗教上の反対運動』（1910年）15によって、旧体制司教les　anciens6veques16
が、コンコルダに対して示したガリカニスム17による反発が、史料にもとづ
いて実証された。この研究により、旧体制司教達のガリカニスムを圧殺しっ
つ成立したコンコルダ体制は、人材と思想の両面で旧体制との連続性が希薄
で、旧体制の復活とはいえないことが示された。また、彼のrコンコルダ以
後、1803年から今日まで続く対立』（1910年）18は、コンコルダ施行以後も続
いた、カトリック教会の内部対立を史料によって実証した研究である。
　1930年代、ジョルジュ・ルフェーヴルによって、フランス近代史の革新が
果たされた。コンコルダ研究においても、彼のrナポレオン』（1936年）19に
よって、統領政府が緊急に対応する必要があった懸案事項が示され、それに
即したコンコルダ締結の二つの目的の重要性が強調された。第一は、ヴァン
デのカトリック王党軍やブルターニュ及びノルマンディのふくろう党等、フ
ランス西部地域の武装反体制運動の鎮静化である。これらの組織ではカト
リック聖職者が指導的地位に就いていることが多く、教皇庁との和解には、
これらの組織のカを弱める効果が期待されていた。第二は、国外で王党派の
支持基盤となっていた亡命聖職者集団を切り崩し、共和国の支持層に取り込
むことであった。
　ルフェーヴルに続いたコンコルダ研究の担い手は、アンドレ・ラトレーユ
とジャン・ルフロンであった。彼らによって、ブレの史料集に依拠した外交
交渉としてのコンコルダの研究は、ほぼ完成域に達した20。教皇庁の動きに
っいては、ブレの史料集に収録されたヴァチカン文庫の主要な外交文書が分
析対象となった。彼らは、統領政府の指導者間の力関係や各指導者の思想の
あり方と、それらとコンコルダ交渉との相関関係を明らかにしている。ラト
レーユは、『ナポレオンと聖座　1801－1808年』（1935年）21により、フラン
スの対教皇庁外交を担ったフェシュ枢機卿の役割を明らかにした。ルフロン
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の文学博士号取得論文は、rエティエンヌ＝アレクサンドル・ベルニエ、オ
ルレアン司教、そしてコンコルダの施行』全二巻（1938年）22である。これ
により、コンコルダ交渉者のベルニエ師の活動の全容が、ようやく解明され
た。そしてこれが、1801年のコンコルダに関する現時点の最も充実した研究
であり、最も基礎的な文献である。
　彼らに続いたドラクロワは、コンコルダ調印以降の時期を対象とする研究
を活性化させようと試み、ブレの業績の後継となるべき史料集の刊行を軸に、
大規模な研究計画を立案した。しかし、その計画は研究書第1巻の発行で挫
折している。そのr革命以降のフランスの教会再編成』第1巻（1962年）23
は、フランス国立中央文書館とヴァチカン文庫における独自の史料調査の成
果をまとめたものである。この研究により、コンコルダの調印から1803年に
かけての時期について、統領政府と教皇庁の指導者達の思想や行動、相互的
な力関係は、ほぼ明らかになった。
　統領政府期から復古王政にかけての時期のフランスのプロテスタント教会
にっいては、充実した研究がロベールによっておこなわれている。このrフ
ランスにおけるプロテスタント諸教会　1800－1830年』（1961年）24によって、
統領政府とプロテスタント諸教会の基本的な関係は解明されている。統領政
府・第一帝政期のユダヤ教にっいては、近年、研究が活発になりつつある25。
　このように、1960年代前半までのコンコルダ研究の多くは、権力者のイニ
シアティヴに重きを置く、伝統的な政治史学・外交史の方法的個人主義にも
とづいて進められた。つまり、政治権力の頂点に立っている人々の思想や行
動、相互的な力関係によって、実際の歴史を明らかにしようとする方法論で
ある。このような研究のあり方に対しては、アナール史学から厳しい批判が
寄せられた。その結果として、1801年のコンコルダも直接的な研究対象とし
ては取り上げられなくなった26。コンコルダ研究は衰退し、注目すべき重要
な研究がない空白期が続いている。現在の統領政府・第一帝政研究の中心人
物であるテユラールも、コンコルダに関しては、時代を画する新しい見解を
示していない27。
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　以上のようなフランスでの研究動向を反映し、日本でも、コンコルダに関
する実証研究は、ほとんどおこなわれてこなかった。法令集と二次史料に依
拠した法学の研究28が見られる程度である。しかし、1997年に谷川稔のr十
字架と三色旗』が世に問われた。これは、近代フランス社会、っまりコンコ
ルダ体制下における共和派とカトリック教会のヘゲモニー闘争を論じた、画
期的な研究であった。同書にかんしては、小田中直樹による優れた書評29が
ある。それにより、同書の備える数多くの長所と、同書によって果たされた
大きな貢献が紹介されており、ここで屋上屋を架す必要はないと思われる。
以下で、本論文と関係することに限り、小田中の指摘の中から、二つを取り
上げる。
　まず、r通説との関係を語った部分がないこと」30である。コンコルダの通
説は、小田中の言うr覇権争い的な伝統的政治史」31である。これまで、既
発表の拙稿において、それに対する批判を展開してきた32。r十字架と三色
旗』は、近代フランス社会における共和派とカトリック教会のヘゲモニー闘
争という、新たな歴史像を提示する書である。本論文のテーマであるコンコ
ルダ体制の確立は、同書の展開する壮大な議論では周縁に位置するものに過
ぎず、決して重要性は高くない33。
　次に、同書がr実証性を多少とも犠牲にしながら、一っの歴史像を提示」34
したことである。谷川は序章においてr動乱の渦中にあった地方民衆、田舎
司祭、無名の活動家といった人びとの反応に照準を合わせることによって、
一味ちがうフランス革命像が浮かび上がるにちがいない」35と明言している。
しかし、この点については、小田中から「民衆が能動的なアクターとして描
かれていない」36との指摘があった。本論文は1801年のコンコルダに関する
実証研究である。r十字架と三色旗』の提示する巨大な歴史像にかんし、本
論文と重なりあう部分があれば、それが可能な場合に限定されるが、史料に
もとづいた実証を進め、同書の優れた議論をわずかながら補完することにな
ろう。
　この二点については、本論文およびそれに続く拙稿37で、r十字架と三色
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旗』の成果と貢献をふまえ、史料にもとづいて実証的に分析を進める。
　本論文は、この1801年のコンコルダを対象とする歴史研究の空白を埋める
べく、新しい手法によってコンコルダを分析しなおし、その真の歴史的な意
義を明らかにすることをめざすものである。
研究対象
　今回、研究対象とするのは、1801年のコンコルダに関する未検討の領域で
ある。先行研究が既に指摘している主要な問題は、コンコルダ調印を境として、
統領政府と教皇庁の力関係が大きく前者の側に傾いていったことにある。
　この問題は、すべてを個人の責任に帰着させがちな方法をとる伝統史学で
は、この時期に教皇庁代表を務めたカプララ枢機卿個人の責任問題として把
握されている。統領政府と教皇庁の力の均衡が崩れたのは、1801年10月にパ
リに到着したカプララが、譲歩を繰り返したことが原因だとみなされたので
ある。そのため、先行研究は、彼に与えられた権限に加え、性格上の軟弱さ
や譲歩癖、人の良さまでを問題点として指摘し、カプララ個人に譲歩の原因
を見出そうとした38。また、一部の先行研究が指摘するように、このコンコ
ルダによって、教皇庁がカプララの譲歩を補ってあまりある成果を手にして
いたことも影響しているだろう39。旧体制下では、教皇権からの一定の自立
性を持っていたガリカン教会が、コンコルダの後、教皇に従順な組織に姿を
変えていったからである。結果的に、各権力者の個人的な資質に傾倒する伝
統史学の方法によっては、個人の資質に起因しない統領政府の利害や政策上
の変化に対する分析は、ほとんどおこなわれなかった。
　だが、統領政府は、教皇庁に対する態度を、コンコルダ調印を境に明確に
変化させている。コンコルダの調印後に、統領政府と教皇庁の力関係が変化
した原因は、カプララ個人の資質ではなく、この統領政府側の変化にあると
考えられる。そして、統領政府がその立場と主張を形成し、さらに変化させ
た要因は、r礼拝の自由1ibert6des　cultes」をめぐる、統領政府・教皇庁
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・フランス国内の諸宗教勢力の理解の仕方の違いにあった。
　そこで本論文では、革命中に有名無実化した宗教的自由40の再構築という
文脈で、コンコルダを解釈しようと試みる。この問題をめぐる上述の三っの
勢力問の関係が、コンコルダの歴史的性格を規定するのである。
　これについて、統領政府の姿勢はr礼拝の自由」の保証で一貫していた。
ところで、このr礼拝の自由」は、分析的に考えてみると、二っの要素から
構成されている。第一は、宗教的多元性の許容である。第二は、礼拝の形態
に対する不干渉である41。r礼拝の自由」をこの二っの要素に分けることに
より、統領政府の姿勢の変化は合理的に説明される。すなわち、統領政府は、
これら二要素の間のバランスを調整することにより、同一の表現を用い続け
ながら、それが指し示す意味を変化させたのである。
　これに対し、教皇庁が要求したのはr礼拝の公然性publicit6du　culte」
であった42。具体的には、カトリック教会が、礼拝や宣教等の活動を教会建
物の外部で公然とおこなうことへの保証である。これはr礼拝の自由」の第
二要素の一部を構成するものである。当時のカトリック教会は、教義の上で、
宗教的多元性、っまり他の宗教を信じる権利を認めていなかった。「礼拝の
自由」の第一要素を公に認めることは不可能であった。そのため、教皇庁は、
第一要素には表面的には反対しっっも暗黙の内に容認し、第二要素の実現を
追求していくことになる。
　最後に、当時のフランスの宗教に関する国内事情は非常に多様であり、さ
まざまな宗教勢力が独自の動きを示していた。国民の多数派を占めるカト
リック教会は革命期に内部対立を起こし、教会分裂schisme43に陥ってい
た。カトリックの最大勢力は、一般信徒と彼らが支持する在地の非宣誓派聖
職者1e　clerg6non　constitutiomel44が構成する、小規模なグループの集
合体である。彼らにとっては、日々の礼拝を昔ながらの形でおこなうことが
最大の関心事であった45。宣誓派教会46は弱体化が進み、少数派に転落して
いた。しかし、全国規模の組織的活動は維持されており、共和国とガリカニ
スムの共存を目指していた。亡命や追放で国外にいる司教・司祭は、共和国
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をカトリックの迫害者とみなす点では一致していた。しかし、教皇との関係
においては、純粋教皇派からガリカニストまで、多様性があった。少数派で
あったプロテスタント諸教会及びユダヤ教徒は、革命によっても差別される
立場を完全に脱することはできず、共和国政府の意向をうかがいながら目立
たぬように礼拝を継続していた。これらのフランス国内における動きに加え、
1792年以降にフランスが併合した地域であるベルギー、ジュネーヴ、ライン
左岸には、革命以前からのフランス領とは明らかに違う独自の伝統と、それ
に即した利害関係が存在していた。
　先行研究は、以上のすべてを総合して、当時のフランスの宗教に関する国
内事情として把握したことはなく、ほぼ未知の領域と言える。当然、国内事
情が統領政府の政策に及ぼした影響も明らかでない。
　革命による混乱の中で破壊された宗教的自由の再構築を進めようとする上
で、統領政府・教皇庁・国内の諸宗教勢力による自由に対する認識は、部分
的には重なりながらも、大きなずれと多様性を示している。その中で、統領
政府はr礼拝の自由」が二つの要素を含むことを利用し、巧妙に両者の間で
力点の置き方を変え、フランス社会が受容しうるように修正していったもの
と考えられる。｝
　本論文とそれに続く拙稿で、フランスにおける宗教的自由の再興に影響力
を行使した統領政府、教皇庁、多様なフランス国内の宗教的な動きに注目し、
それぞれの「礼拝の自由」に関する認識と独自の利害関係を分析し、コンコ
ルダの変質の契機と経緯、およびその結果を史料にもとづいて明らかにする。
使用する史料
本論文とそれに続く拙稿で用いる史料は、大きく三つのグループに分かれる。
第一のグループは、外交文書である。外交交渉として進められたコンコル
ダ交渉の実態を明らかにするために用いる。その中心はブレ・ド・ラ・ムル
ト編rl801年のコンコルダの交渉及びその他のフランスと教皇庁間の文書史
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料集』全6巻（1891－1905年）である。
　この史料集を用いた外交交渉としてのコンコルダについては、先行研究に
よって研究が深められている。
　しかしながら、コンコルダ交渉を統領政府と教皇庁の間のr礼拝の自由」
をめぐる駆け引きとして評価した先行研究がない以上、これらの史料に対し
てr礼拝の自由」を軸に据えた分析が加えられたことはない。また、教皇庁
の交渉に臨む姿勢を明らかにし、統領政府に対して礼拝の公然性を要求した
ことの意義を明らかにすることができるのは、これらの史料である。
　よって、これらの外交文書を現時点で再評価しなおす意義は大きい。・
　第二のグループは、統領政府の内部文書である。第一統領官房、内務省、
宗教参事官官房47の文書によって構成される。主にフランス国立中央文書館
に収蔵されている手稿文書を用いる48。1801年10月、それまで内務・外務・
警察の三大臣によって分担されていた宗教政策上の権限は、新設の宗教参事
官職に集中された。その変化は、r礼拝の自由」をめぐる政策にも反映され
ることになる。これらの史料によって、その実態を明らかにすることができ
る。
　これらの文書にっいては、先行研究によって用いられたものも多いが、本
論文とはまったくことなる視点から利用しているものが多い。また、先行研
究が未利用の史料も存在している。これらの史料を本論文で用いる価値は大
きい。
　第三のグループは、各県の宗教事情に関する文書である。県レベルで情報
を集約して内務省に提出した報告書や、第一統領によって各軍管区の実地調
査に派遣された参事官の作成した報告書、宗教参事官官房に提出された請願、
同官房の書簡台帳、当時の新聞雑誌やパンフレット類などが含まれる。この
グループはフランス国立中央文書館の手稿史料49、刊行史料50、定期刊行物51
によって構成されている。
　統領政府初期の国内事情に関しては、パリ市内を除けば詳細な研究が存在
せず、刊行史料すらほとんど利用されていない。とくに、このグループの手
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稿史料は、ほぼ全てが未利用の史料である。これらの史料によって、統領政
府のr礼拝の自由」とも、教皇庁のr礼拝の公然性」ともことなるものをめ
ざした、未解明の各地の諸宗教勢力による動きを知ることができよう。それ
により、先行研究が明らかにしてこなかった、それらの独自の動きの影響力
を明らかにすることが可能となる。
　それゆえ、これらは、本論文とそれに続く拙稿で用いる三つの史料群の中
では、もっとも重要な位置にある。
　以上の史料を用いて、今後、分析を展開する。まず、本論文では外交交渉
としてのコンコルダの再検討をおこなう。コンコルダ交渉には、俗権による
教皇権の侵害や、国家と教会の融合体制を復活させた反動という視点に立つ
先行研究が見過ごしてきた、重要な要素が多く含まれている。統領政府と教
皇庁は、このコンコルダに何を期待していたのか。礼拝の自由や礼拝の公然
性にかんする交渉の中で、どのような議論がおこなわれ、いかなる最終合意
が形成されたのか。その合意の内容は、フランス社会の実状とどのような関
係にあったのか。コンコルダに定められた宗教的自由とは、いかなるもの
だったのか。今後の拙稿において、その変質の分析をおこなう上でも、まず
コンコルダ交渉を再評価し、これらの諸問題を解明することの意義は大きい
のである。
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第一章：最初の合意形成
第一節＝コンコルダ交渉の過程
11統領政府の宗教政策
　ブリュメールのクーデタ（共和第8年霧月18日・1799年11月9日）によっ
て総裁政府は打倒され、ナポレオン・ボナパルト、シエイエス、デュコの3
名の臨時統領を中心とする臨時統領政府Ie　Consulat　provisoireが実権を
掌握した。この臨時統領政府の時期（霧月20日～雪月3日・11月11日～12月
24日）には、共和第8年憲法が準備されるなど、統領政府の基礎が固められ
たが、宗教政策の転換はなかった52。宗教に直接関係する決定は、聖職者の
追放に関する総裁決定1es　arret6s　du　Dir6ctoire　ex6cutifを廃止したこと
だけである53。宗教に関連を持つ政策としては、元々、その多くが教会の所
有する不動産だった売却済国有財産に関し、購入者の権利の保護が強調され
ている54。
　雪月4日（12月25日）に、共和第8年憲法にもとづく新体制である統領政
府が発足し、三統領には第一統領ボナパルト、第二統領カンバセレス、第三
統領ルブランが就任した。この統領政府によって、宗教政策の転換がおこな
われた。統領政府に先行する総裁政府は、フリュクティドールのクーデタ
（共和第5年実月18日・1797年9月4日）を境に前期・後期に分かれ、宗教
政策も一変している。前期総裁政府は、テルミドール派55の国民公会が定め
たr礼拝の自由」の原則を継承し、宗教に対して宥和政策をとった。後期総
裁政府は、王党派の勢力拡大に対する警戒が強く、宗教勢力に対して抑圧を
加えた。統領政府は、この後期総裁政府の路線を放棄し、テルミドール派の
原則を復活させたのである。具体的には、雪月7日（12月28日）に三っの統
領決定arret6des　Consuls56が下された。第一の統領決定によって、未売
却の教会は共和第3年草月11日法57と共和第4年葡萄月7日法58の条文に
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従って、礼拝に開放された。第二の統領決定によって、後期総裁政府のr王
政と無秩序に対する憎悪の宣誓」59が廃止され、r共和第8年憲法に対する忠
誠の宣誓」に変更された。第三の統領決定によって、後期総裁政府によって
国民に強制された革命暦の遵守が破棄された。主日の礼拝も、共和暦の安息
日であるデカディD6cadi60ではなく、グレゴリウス暦の安息日である日曜
日におこなうことが認められた。さらに雪月9日（12月30日）には、「ピウ
ス6世の遺体を、その地位にふさわしい伝統の格式によって、埋葬すること
を命ずる統領決定」61が出された。この措置によって、総裁政府によって埋
葬が認められず、礼拝堂で保管されていた前教皇ピウス6世の遺体が、1800
年1月30日に埋葬される62。これは故教皇のヴァランス捕囚事件β3に象徴さ
れる、後期総裁政府の反カトリック政策との訣別の宣言であった。これらの
政策は世論の支持を集めた。
　この政策転換の法的基盤として、テルミドール派のr礼拝の自由」が維持
された。この礼拝の自由は、宗教的多元性の容認のみを意味した。政府によ
る礼拝の形態への干渉、とくに礼拝の公然性に対する抑圧を定めた諸法は存
続しており、礼拝に際して鐘を鳴らすこともできなければ、屋外において礼
拝をおこなうことも許されなかった。
　統領政府が独自の宗教政策への転換に着手したのは、1800年5月に始まる
第二次イタリア戦役の最中であった。6月5日、第一統領は教皇との和解を
希望しているという演説をミラノでおこなった64。この演説は、フランス国
内でも報道された65。第一統領は、6月25日、パリヘの帰路でヴェルチェッ
リに立ち寄り、同市の司教であるマルティニアナ枢機卿と面会し、公式に教
皇庁に対して和解の提案をおこなう66。その要点は、以下の三つである。
　第一に、既存の組織にとらわれず、完全に新しく安定的な体制を確立する
こと。っまり、新ヒエラルヒーは旧体制とも宣誓派教会ともことなるものに
なる。
　第二に、統領政府は、司教の叙任手続きに関してガリカニスムを支持せず、
教皇庁に譲歩すること。つまり、教会法上の叙任institution　canonique67
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は、教皇庁の主張どおり、教皇が大勅書によって授けることを認めると明言
した。この譲歩をおこなわないかぎり、教皇庁を交渉の席に着かせることは
不可能であった。フランス国王フランソワ1世も、1516年のコンコルダの交
渉を提案した際に、まったくおなじ譲歩をおこなっている68。
　この譲歩の意味は、第一統領が近世以来の伝統的なフランス司教の叙任手
続きを容認したことにある。それは1516年のコンコルダで定められた四っの
手続きから構成される。第一の手続きは俗権による任命である。この司教任
命権は、フランソワ1世が1438年のプラグマティック・サンクション（ブル
ジュの国事詔勅）69を破棄する代償として獲得したものである。第二の手続
きは、俗権が任命した者に対する、教皇による教会法上の叙任である。新司
教はこの手続きによって司教座の裁治権を委ねられる。第三の手続きは教皇
権及び俗権に対する忠誠の宣誓である。第四の手続きは秘蹟的叙階の授与の
儀式である70。
　第一統領がこの伝統的な司教叙任の手続きを容認したため、聖職者市民化
基本法Constitution　civile　du　clerg671が定めた、民主的選挙による聖職
者選挙制度の放棄は確定的になった。
　第三に、革命によって進められた教会改革にっいて、その一部を継承する
こと。具体的には、司教区の統合、教会財産の没収と教会十分の一税苗me
の廃止にともなう聖職者の俸給制導入、国有財産購入者の権利尊重の三つで
あった。
　礼拝の自由に関しては、第一統領はテルミドール派の原則にもとづく宥和
政策を継承し、宗教的多元性の容認を政策として実施していた。そうであり
ながら、この教皇庁に対する提案の中では、それにまったく言及していない。
　この提案の知らせは、7月5日に教皇ピウス7世に届けられた。当時の教
皇庁とフランスは厳しい対立関係にあったため、この和解提案への対応をめ
ぐり、教皇庁の意見は割れた。しかし、当時の教皇庁にとって、フランスを
カトリック教会の一性unit6へ復帰させることは、絶対に必要であった。そ
の理由は、当時のヨーロッパ国際社会の情勢にある。
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　フランス革命以降のヨーロッパでは、カトリック以外の信仰をもっ君主を
戴く列強の方が優勢であった。英国国教会のイギリス、ルター派のプロイセ
ン、正教会のロシアである。教皇を支えるべきカトリック勢力は、惨澹たる
ありさまであった。フランスは革命で教会分裂に陥っていた。スペインは、
1796年から、そのフランスと同盟関係にあった。ポルトガルは18世紀の経済
難が原因で、イギリスの保護国と化していた。ポーランドに至っては、ロシ
ア・ハプスブルク帝国・プロイセンによる分割で、地図上から消滅していた。
っまり、ハプスブルク帝国が、唯一のカトリック大国になっていたのである。
帝国は、それを背景に教皇ピウス7世をウィーンに動座することまで希望し
ていたとされる72。その帝国では、18世紀のヨーゼフ2世の治世に、教皇庁
の意に反する独自の教会改革が進められた。このヨーゼフ主義による帝国と
教皇庁の対立は、まだ未解決のままであった。教皇庁は、ハプスブルク帝国
からの圧力に対抗しなければならない状況にあった。しかし、帝国の対抗馬
の役割を期待できる大国は、当時、フランスだけしかなかったのである。
　さらに、イタリアの状況をこまかく見た場合、教皇国家がハプスブルク家
の勢力圏で取り囲まれていた状況が明らかとなる。まず、北東部のヴェネ
ツィア共和国は、帝国の保護下にあった。教皇国家の北に隣接するトスカナ
大公国も、ハプスブルク皇帝家の拠点の一つになっていた。1791年に、トス
カナ大公が神聖ローマ皇帝レオポルト2世となったからである。1800年当時
の皇帝フランツ2世は、レオポルト2世の息子であり、トスカナのフィレン
ツェ生まれであった。教皇領の南に接する両シチリア王国は、1768年にハプ
スブルク家から王妃マリア＝カロリナを迎えてから、帝国との連携を強めて
いた。
　これが1800年当時の欧州情勢である。ヨーロッパの列強ではカトリック勢
力の弱体化がめだち、カトリック世界およびイタリアではハプスブルク帝国
の影響力が過大になっていた。教皇庁が、三千万にせまるカトリック信徒を
有する大国フランスからの和解の申し出を拒み、教会分裂を放置するには、
あまりに苦しい情勢といえる。その現実を前に、教皇ピウス7世は、7月28
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日に臨時教会事務聖省la　congregazione　particolare　deputata　sopra．gli
affari　ecclesiastici73を召集し、フランス政府の提案の検討に入った。
　同聖省の審議では、次の3点の基本姿勢が確認された74。
　第一に、聖職者が政府によって課された忠誠の宣誓をおこなうことを容認
すること。フランス共和国政府は、一貫して、聖職者に忠誠の宣誓を義務と
して課してきた。それを拒否すれば、交渉にならないことは明白であった。
　第二に、教皇による旧体制司教の解任には応じないこと。マルティニアナ
枢機卿が報告書の中で用いたrガリカン教会の刷新di　far　caso　vergine
della　chiesa　gallicana」75という表現は、現職司教の総辞職une　d6mi－
ssion　g6n6raleを意味するものとして理解された。教皇庁は宣誓派司教を
不法就任司教les6veques　intrusとみなしていた。っまり、教皇庁にとっ
て、宣誓派は司教を倦称しているだけなので、無視される。問題は旧体制司
教である。教皇権による正規の司教の大量解任という事態は、キリスト教史
上前例がない。教皇権の濫用であると激しく批判されることは必至であり、
解任の拒否が決まった。
　第三に、カトリック教会を他の宗派より優遇すること76。第一統領が言及
しなかった宗教的多元性について、教皇庁は明確な拒否を基本姿勢とした。
当時の教皇庁が要求していた地位は三種類あった。国民の宗教1a　religion
de　la　nationないし政府の宗教1a　religion　du　gouvemementとして、憲
法で定めること。支配的宗教la　re！igion　comme　dominanteであると、
政府が宣言すること。または、最低限、他の宗派より優遇する措置を取り、
特権的宗教1a　religion　privil6gi6eとして扱うこと。国民の宗教という表現
に関しては、教皇庁はイタリア語による表記にla　religione　della　nazione
を用いており、それの直訳であると思われる。フランス代表のベルニエ師は
国家の宗教1a　religion　d’Etat77を用いている。それを受けて教皇庁代表の
スピーナは、国民と国家の宗教la　religion　de　la　nation　et　de　l’Etatとい
う表現も使用している。
　ここで注目されるのは、第一統領が明言した革命による教会改革の継承に
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対する反発が希薄な一方で、第一統領が言及を避けた宗教的多元性に対して
は、明確な拒否を決めたことである。
　以上の条件の下、教皇庁は交渉に応じることを決定し、コリント名義大司
教スピーナ78を交渉者としてパリに派遣することになる79。
　フランス代表の指名は、統領政府にとって大きな問題となった。外務大臣
タレランが、元はオタン旧体制司教であり、第一の適任者であった80。しか
し教皇庁は、1791年2月にタレランが最初の宣誓派司教に教会法上の叙任を
授け、教会分裂の道を開いたことを理由に拒否をかためていた81。第一統領は、
次善の人材として、交渉の才能を高く評価していたベルニエ師を指名した。
彼はヴァンデのカトリック王党軍の反乱を率いた最高指導者の一人であり、
共和国政府に和解と協力を申し出て、共和第8年憲法に対する忠誠の宣誓を
済ませたばかりであった。この抜擢は、当時も驚きをもって迎えられた82。
2＝争点の明確化
　スピーナは1800年11月5日にパリに到着し、8日からベルニエ師と書簡に
よる交渉を開始した83。22日、ベルニエ師によるコンコルダ第一草案84の作
成を契機に、直接交渉が始まる。第一草案で注目されるのは、国家の宗教の
宣言、教皇による司教解任、憲法に対する忠誠の宣誓が提案されていること
である。これに対するスピーナの回答は、12月7日におこなわれた。スピー
ナの批判はかなり強硬なもので、独自の対案としてスピーナ案85を起草し、
第一草案の不備を強調した。スピーナ案では、第一統領によるカトリック信
仰告白を憲法の条文で定めることが提案された。売却済国有財産の問題では、
教皇が教会財産の没収と売却の正当性を承認することを拒否した。
第二草案86は12月24日頃に作成された87。この第二草案は、スピーナ案に
よる批判をとりいれたものであった。ただし、カトリックの地位の規定から
国家の宗教の宣言が消された。そして、rフランス共和国政府は、ローマ・
カトリシズムの信仰告白を国民の大多数がおこなっていることを認める」と
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いう、以後の交渉の基礎となる表現に差し替えられている。第一統領の後継
者がカトリックでない場合に、司教の任命権を見直すことについては、合意
が形成された。宣誓派聖職者や背教的行為apostasie88をした聖職者に赦し
を与え、彼らにカトリック教会に合同する権利を与える規定が提案され、以
後の争点となった。合意が形成された点は少なく、スピーナは多くの条文に
詳細かつ厳しい批判を加えた89。
　1月4日頃に起草された第三草案goでは、スピーナの主張がかなり受け入
れられた。カトリックを政府の宗教として宣言することや、未売却の国有財
産の教会への返還といった、大幅な譲歩がおこなわれている。そして、信者
の寄付による基金を形成し、国費による年俸制の補助とすることにっいて、
合意が形成された。以後は、その基金に不動産の所有と運用を認めるかどう
かをめぐって交渉がおこなわれた。スピーナは1月9日付の緊急便で第一統
領との会見を教皇庁に報告している91。この会見の際に、第一統領は、カト
リック教会の地位について、r国民の大部分の宗教としての政府の宗教1a
religione　del　governo　come　quella　che　della　maggior　paでte　d．ella
nazione」との規定を提示した。同時に、宣誓派聖職者をコンコルダ司教に
任命することも提案された。しかし、第三草案の譲歩は一時的なものだった。
14日、統領政府は第四草案92を起草した。翌15日には、第四草案を最終案と
するとスピーナに通告し、即座にスピーナが調印することを要求する93。こ
こで、カトリックの地位に関してrフランス市民の大多数派の宗教」という
表現が提案され、最終的に合意に至る。主任司祭の任命に関しては、r政府
の同意の下に任命をおこなう」という規定が提案され、交渉の争点となった。
スピーナは第四草案の調印を拒み、ローマヘの草案の送付を主張する94。行
き詰まった交渉は決裂の危機に瀕したが、フランス政府が譲歩して破局は回
避された95。
　2月2日、第一統領によって第五草案96が起草された。第五草案では忠誠
の宣誓の対象が憲法から政府に変更され、これにもとづいて合意が形成され
た。カトリックの地位の規定からはr大多数派の宗教」以外のすべての保証
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が削除された。第四草案にあった宣誓派に対する赦しの規定も削除され、こ
の問題は二度ととりあげられなくなった。
　この第五草案とほぼ同じ時期に、王党派が統領政府と教皇庁の和解を牽制
する動きを示した。その中心はモリ枢機卿で、国王ルイ！8世を自称するプロ
ヴァンス伯の利害を教皇庁で代表する人物である。彼がイタリアからフラン
スの聖職者たちに書簡を送りっけたのであった97。モリは、臨時教会事務聖
省がフランスの聖職者に忠誠の宣誓をおこなうことを禁じたと主張した。ス
ピーナは、第一統領に対して、モリの主張は真実ではないと断定し、騒動は
鎮まった98。王党派は、コンコルダにむかう流れを変えることができずにお
わる。
　2月21日、タレランは、第五草案をスピーナに届け、調印かローマ送付か
を選ばせた99。スピーナは後者を選択する100。しかし、ベルニエ師は、第
五草案が、交渉の現場で形成された合意の線から乖離していることを問題視
した。25日、彼は第五草案を教皇庁が受けいれやすいように修正したベルニ
エ案101を急いで起草し、第五草案に添えてローマに送った。主な変更点は、
政府の宗教の宣言と、礼拝の公然性に対する保証を追加したことである。
　ローマでは、国務長官枢機卿コンサルヴィが、ゼランティの指導者アント
ネッリ枢機卿102とコンコルダ交渉の分析を進めていた。3月10日に、パリ
から第五草案が到着すると、三人の枢機卿からなる縮小臨時教会事務聖省
la　piccola　congregazioneを秘密裏に結成し、対策を練ることになった103。
12名の枢機卿が構成する正規の臨時教会事務聖省には、反ピウス7世派も含
まれている。そこで第五草案の検討を開始した場合、交渉決裂に至る可能性
が高かったからである。選ばれた枢機卿は、アントネッリ自身と、コンサル
ヴィの伯父カランディー二、穏健派の長老ジェルディルの3名であった。こ
れに、議事進行役のコンサルヴィと書記官のイェルサレム名義総大司教ディ
・ピエトロを加え、M日から分析が開始された。3月末には検討結果がまと
められ、ディ・ピエトロ案104が起草された。これはベルニエ案を教皇庁よ
りに修正したものである105。未売却の国有財産の返却や、売却済国有財産
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の返還免除をカトリック教徒にかぎることなどが、主な修正点であった。ま
た、司教に対する辞任勧告の規定でr教皇は司教があらゆる自己犠牲に同意
することを確信する」という表現が提案され、これにもとづいて最終合意が
形成される。そして、3月31日に正規の臨時教会事務聖省が召集された。そ
の審議は、縮小聖省によってあらかじめひかれていた路線を逸脱することな
く進み、ディ・ピエトロ案の修正版をパリに送る教皇庁案として承認する採
決の日に、4月20日が定められた106。
　統領政府は、教皇庁に対する第五草案の送付と並行して、ローマ駐在の外
交官として立法院議員カコーの派遣を決めていた107。彼は4月上旬にロー
マに到着する。しかし、フランス外務省がカコーに与えたコンコルダ交渉に
関する指示は、ローマで第五草案の無修正調印を実現させることだけであっ
た108。そのため、カコーはベルニエ案を目にしたことがなかった109。彼は
教皇庁の作成した草案類を見せられた際に、ベルニエ案から継承された部分
まで、パリで拒否される変更だと決めつけた110。かくして臨時教会事務聖
省は、新たな教皇庁案111の起草に追われることになる。この教皇庁案では、
カトリックの地位の規定にr政府による信仰告白」を付け加える修正がおこ
なわれた。教皇庁が主張してきた未売却の国有財産112の返還は、ここで最
終的に断念された。背教的行為をした聖職者に対する赦しの問題を、コンコ
ルダでとりあげないことも決定された。これは、パリで長い交渉をへた後、
統領政府が受け入れている113。
　教皇庁は、3月末の時点では、教皇庁案を4月末までにパリに届けると約
束していた114。しかし、実際には、教皇庁案の完成に5月12日までを要し
た115。その結果、教皇庁が約束していた4月末になってもパリに文書が届
かず、フランス政府は態度を硬化させる！16。そして5月19日、第一統領は
教皇庁に最後通牒を送る決断を下す。それは五日以内に無修正の第五草案に
調印するか、交渉決裂かの二者択一を教皇庁に迫るものであった117。この
最後通牒は、5月28日にローマに届けられた。教皇庁にとって、二っの選択
肢はいずれも選ぶことが不可能なものであった。教皇庁は、国務長官枢機卿
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コンサルヴィのパリ派遣によって、危機の打開を試みることになる118。
　最後通牒が発送されてから3日後の5月23日、教皇庁案がパリに到達した。
それにより、統領政府の姿勢は軟化する119。さらに、コンサルヴィのパリ
派遣も明らかになった。タレランは交渉の決着を急ぎ、第六草案120を起草
してスピーナに調印を要求した。、スピーナは6月16日に拒否を解答した121。
　この第六草案では、売却済国有財産問題に関して、当該の財産が譲渡不能
のものとして購入者の手に留まるという規定が提案され、以後の交渉で合意
が形成されることになる。
3：合意の形成と調印
　教皇庁の全権代表コンサルヴィが6月20日にパリに到着し、コンコルダ交
渉は大きく進展し始める122。23日、コンサルヴィはベルニエ師と交渉を開
始した。ここで両者は、スピーナが調印を拒否した第六草案を叩き台とし、
合意の形成に着手した123。礼拝の公然性を中心とするカトリック教会の地
位、第一統領の信仰告白、司祭の叙任手続き、以上の三っが主要な争点と
なった。交渉は6月26日の第七草案124の起草によって加速した。第六草案
に準ずる内容である第七草案に対し、コンサルヴィは第一対案の起草で応じ
た125。
　第一対案では、売却済国有財産問題に関して、購入者の平穏を乱さないと
いう宣言を添えることが提案され、合意が形成された。しかし、この草案は、
司教任命権の行使の条件にrカトリックの第一統領」と明記したことを中心
に、かなりの批判を受けた。第一統領とタレランは第七草案の無条件調印を
主張しており、第一対案による合意形成は困難であった。コンサルヴィは事
態を打開すべく、新たに第二対案126を起草する。第一統領は、7月7日に
ベルニエ師から第二対案に関する報告を受けた。第一統領は、政府のカト
リック信仰告白と礼拝の公然性、聖職者による忠誠の宣誓の定型表現
formuleの三点を批判した127。それと同時に、第一統領は礼拝の公然性に
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関する見解を文書で明確化している128。コンサルヴィとベルニエ師は、第
一統領による第二対案批判を前提に交渉を進め、合意に至った。コンサル
ヴィは合意内容をまとめて第三対案129を起草した。力トリックの地位の規
定ではr三統領による信仰告白」が提案され、これが最終合意に至る。礼拝
の公然性については、警察の規制を加えることを教皇庁代表が容認し、以後
は規制の範囲にっいて交渉がおこなわれた。
第三対案によって合意が再形成されたため、7月12日に第一統領から調印
の許可を得ることになった130。第一統領はベルニエ師から報告を受け、調
印を担当する統領政府の全権代表の任命をおこなった131。しかし第一統領
は第三対案を破棄し、第八草案132を起草して、それによる調印を命じた。
第八草案では、礼拝の公然性に対して、常に警察の規制を加えることが定め
られた。
第三対案から、第八草案、全権代表案、第九草案をへて、調印文書に至る
交渉は、交渉の現場で合意が形成されると、第一統領によって合意が破棄さ
れ、草案の再修正がおこなわれるというプロセスを繰り返している。一例と
して、信仰告白の問題をあげる。コンサルヴィとベルニエが合意した第三対
案では、三統領による信仰告白が定められた。第一統領が起草した第八草案
からは、信仰告白の規定が削除されている。全権代表案では、三統領による
個人的な信仰告白が定められた。第一統領が起草した第九草案では、政府の
代表として三統領が信仰告白をおこなうと定められた。最終的な調印文書で
は、三統領による個人的な信仰告白が復活した。このような修正の経緯から、
妥協する必要があったのはフランス代表と教皇庁代表の間ではなく、交渉の
現場と第一統領の間であったことがわかる。真実の交渉は、第三対案の段階
で合意に至っていた両代表と、その合意を受け入れない第一統領の間でおこ
なわれていたのである。
　そして、7月13日、官報『モニトゥール』に、rコンサルヴィ枢機卿は、
教皇庁によって命じられたフランス政府相手の交渉をやり遂げた」133と、コ
ンコルダ調印を暗示する記事が掲載される。同日、ベルニエ師は、教皇庁代
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表に第八草案による調印を提案した134。しかし、調印は拒否された。
　ここから始まる全権代表同士の交渉では、第八草案が第三対案に近づける
方向で修正され、合意の再形成が進められた。両全権代表は、14日の革命記
念日の夕刻までに、合意を再形成した。しかし、統領政府代表が第一統領の
同意をえたいと申し出た。そして、ジョゼフが全権代表案135を手に第～統
領を訪れる。全権代表である以上、フランス代表も本来は第一統領の裁可を
受けずに調印することが可能だった。しかし、この場合、交渉の現場で合意
を形成しただけでは不十分であった。合意に応じず、交渉の継続を主張して
いるのは、交渉者達ではなく、第一統領だったからである。第三対案による
合意が破棄されたという先例がある以上、統領政府の全権代表は、第一統領
から同意をえる必要を強く感じていたと思われる。案の定というべきだろう。
帰宅したジョゼフは、第一統領が起草した第九草案を示し、交渉再開を告げ
たQ
　第九草案は、全権代表案を第八草案に近づける方向で修正したものである。
最大の修正は礼拝の公然性に対して加えられ、礼拝は警察による恒常的な規
制の下に置かれた。議論はこの修正に集中した。長い交渉の末、合意が再形
成された。それは全権代表案を踏襲したもので、礼拝に対する規制は治安維
持のために必要な場合だけに限定された。1801年7月15日（共和第9年収穫
月26日）深夜24時寸前、両全権代表によって調印がおこなわれた。
　コンコルダの調印を済ませたコンサルヴィは、コンコルダを施行する枢機
卿教皇特派大使16gatαZ砿εre136の派遣条件を統領政府と詰め、さらに交渉
が調印に至った経緯をまとめた報告書を発送すると、7月25日にパリをたち、
急ぎ帰国した137。その帰国の直前に、第一統領がコンコルダ司教に宣誓派
聖職者を任命する意向であることが伝えられた。しかし、批准書のパリヘの
返送期限が調印後40日目に定められていたため、時間的余裕はなく、交渉開
始は先送りされた138。
　コンサルヴィが出発に先立って発送しておいたコンコルダ調印文書は、7
月25日未明にローマに届き、ただちに教皇に報告された。コンサルヴィは8
一236一
1801年のコンコルダ（1）一交渉過程一
月7日にローマに到着し139、11日に枢機卿会il　Sagro　collegio140が招集さ
れた。そこでは議論の対象として、コンコルダ第1条のカトリックの地位の
規定と第13条の売却済国有財産の規定が提示された。それに対し、アント
ネッリら有力枢機卿からも修正要求が出た。しかし、それは少数意見に留ま
り141、教皇による無条件のコンコルダ批准が多数派の支持によって承認さ
れた。聖母被昇天祭の8月15日（共和第9年熱月27日）、教皇ピウス7世は
コンコルダを批准した142。教皇の批准書は、8月27日未明にパリに届けら
れた。第一統領はコンコルダの批准を9月8日（共和第9年実月21日）にお
こない、10日に両全権代表団の間で批准書が交換された143。
　1801年のコンコルダの締結は、ここに完了したのである。
第二節＝コンコルダ交渉の争点
　この節では、1800年11月のパリでのコンコルダ交渉の開始から、1801年7
月15日の調印に至る交渉の柱となった四っの大きな争点にっいて、問題別に
分析する144。
1：礼拝の自由とカトリック教会の地位
　コンコルダ交渉の第一の、そしてもっとも重要な柱は礼拝の自由である。
　この問題に関しては、三つの側面がある。
　第一に、フランスにおけるカトリック教会の地位。
　これは、宗教的多元性と深くかかわる問題であった。教皇庁は、交渉開始
の時点では、憲法でカトリックを国家と国民の宗教と規定することや、政府
がカトリックは支配的宗教であると宣言することを望んでいた。当時の教皇
庁は宗教的多元性を認めておらず、プロテスタントやユダヤ教徒を差別して
いたからである。これに対し、統領政府は支配的宗教の地位を認めることを
拒否し、国家の宗教や政府の宗教として宣言することも、最終的な合意から
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排除した。当時のフランス社会では、カトリックが支配的宗教の地位に立っ
て他の信仰を抑圧していた革命前のr不寛容」145な体制が、宗教的多元性の
対極に位置づけられ、強く批判されていたからである。
　最終的に合意が形成されたrフランス市民の大多数派の宗教」が提案され
た際、教皇庁はr単なる歴史的な記述にすぎない」146として反発した。しか
し、統領政府は妥協しようとせず、この表現で最終的な合意が形成される。
教皇庁の譲歩の大きな理由は、交渉がフランス語をベースにおこなわれてい
たため、調印文書をラテン語に翻訳する際に、大幅な意訳が可能だったこと
である147。実際、ラテン語版のコンコルダでは、「大多数派」がr圧倒的な
優勢を誇る勢力quam　longe　maxima　pars」と訳されている。コンサル
ヴィも、教皇庁の保守派を対象に、これをr支配的宗教に相当する表現」148
と説明している。
　教皇庁は、大多数派という表現を容認する代償として、政府がカトリック
の信仰告白をおこなうことを要求した。統領政府は、一度は教皇庁の提案を
退けたが149、その後、両者が歩み寄り、三統領が個人として信仰告白をお
こなうことで合意が形成されている。
　第二に、礼拝の公然性に対する保証。
　教皇庁が求めていた礼拝の公然性は、屋外で宗教儀式をおこなうことに対
する保証である。では、カトリック教会が要求する屋外でおこなわなければ
ならない儀式とは、具体的には何であったのか。以下はコンサルヴィが教皇
庁に送った報告書からの引用である。
r〔統領政府は〕パリも含むフランスの大部分の地域で、教会の外で、屋外
における礼拝の自由な実践をいきなり再開することは、不可能であると主張
している。それには、臨終を迎えようとしている者に、最後の聖体をおごそ
かに運んでいく行列も含まれている」150。
　この報告を受けたアントネッリ枢機卿が指摘したように、カトリックには
屋外でおこなうことが義務づけられている礼拝がかなり多い151。とくに聖
体は、聖職者による厳しい管理が義務づけられ、一般信徒が無闇に手を触れ
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ることすら禁じられている。そのため、聖体を屋外で運ぶこと自体が、聖体
行列と呼ばれる厳粛な儀式となっていた。聖体行列でもっとも重要なものこ
そ、聖体大祝日Fete－Dieuである。これは13世紀にドイツで始められた儀
式で、聖木曜日に教会から聖人の墓まで聖体を往復させる行列であった。カ
トリックが対抗宗教改革の方針を定めたトリエントの公会議（1545－63年）
によれば、この祝日はr聖三位一体の大祝日後の木曜日、この日その聖体行
列を以て聖体に存す主に喜びの感謝と厳粛な忠誓とをささげ同時に至聖なる
玄義に対する信仰を公に告知せんとするものである」152。ところが、カト
リック教会による屋外の礼拝は革命による混乱の中で不可能になっており、
聖体大祝日の行列もおこなわれなくなっていた。教皇庁はこのようなフラン
スの状況に不満を強めており、それがコンコルダに応じた理由の一つであっ
た。っまり、教皇庁にとって宗教的自由が実現されている状態とは、コンサ
ルヴィの表現によれば、屋外において礼拝を自由におこなうことができる
r礼拝の公然性に対して、何の制限も加えられていない」153状態を指してい
たのである。
　それに対し、統領政府の礼拝の自由は、宗教的多元性を守ることを基盤と
するテルミドール派の原則を継承するものであった。その中では、礼拝の公
然性が非常に厳しく制限されていた。第一統領が認めていた礼拝の自由は、
あくまで法律による規制と警察による監視の下での自由であり、教皇庁は
r礼拝の公然性を教会建物の内部だけに制限するもの」154として反発してい
る。以下に引用する第一統領自身が提案した規制の草案に、それが非常に鮮
明に現れている。rカトリックの、使徒伝来の、ローマの宗教は、その礼拝
のために政府によって指定された公的な教会の内部で実践される。その場所
で、当該の宗教は、自由と公然性としかるべき安全を享受する。慣習及び行
政当局の同意がない場合、個人所有の小礼拝室、小礼拝堂、その他の私的な
場所でそれを実践することは堅く禁じられる」155。テルミドール派ですら個
人住宅レベルの私的空間での礼拝を容認しており156、非常に厳しい制限で
ある。
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　第一統領がカトリックの礼拝を教会の中に封じこめようとした理由は、国
内の宗教的平和の維持であった。たとえば、上記の聖体大祝日の行列によっ
てr至聖なる玄義に対する信仰を公に告知」することは、プロテスタントに
対する示威行動にほかならない。テルミドール派の礼拝の自由は、屋外にお
ける礼拝によって宗教対立が生じることを避けるため、各宗派を教会の中に
留め、宗教上の住み分けをおこなわせるものである。統領政府はそれを継承
しようとしたため、礼拝の公然性を強く求める教皇庁との間に激しい対立が
生じた。
　統領政府は、教皇庁の要求をr屋外での礼拝を無制限な拡大解釈にもとづ
いて実行することが可能である」15了として拒否しようとした。その後、屋外
における礼拝の再開で合意が形成されたが、統領政府が警察による規制を提
案したため、規制の範囲について交渉がっづけられた158。最終的に、治安の
維持上必要な場合だけに規制を加えるという、穏当な合意が形成されている。
　第三に、国家の法とカトリック教会の関係。
　教皇庁が、カトリックの教義に反したり、礼拝を妨げたりする法・決定・
決議の破棄を要求したため、交渉の争点となった。この問題の焦点に位置し
たのは民法である。具体例を示せば、カトリック教会にとり、離婚の手続き
を定めた民法の条文は、明らかな戒律違反であった159。
　しかし、教皇庁が要求したフランスの国内法の改廃には、大きな障害が存
在していた。ベルニエ師が第一統領に提出した報告書に、それが明記されて
いる。rカトリックの宗教の自由な実践を妨げる諸法を廃止する規定には、
現在の政府の形態では実行することが不可能な表現が含まれている。共和第
8年憲法上、第一統領には法の廃止を提案する権限しかない。そのため、立
法院にそれらの廃止を定めた法案を提案することになろう。しかし、廃止を
提案しただけでは、諸法を廃止すると明記した条文によって課された義務を、
果たしたことにはならない」160。ベルニエ師は、第一統領の提案した法の廃
止を、立法院が否決する可能性があることを指摘したのである。
　これを受けて統領政府は、法の破棄を定めた条文の排除に動く。まず、全
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権代表案では、法の改廃への言及を避けたrカトリックの実践を妨げるすべ
ての障害を排除する」という表現で仮の合意が形成された。そして、最終合
意文書には、この問題に関する言及はなかった。後に、1804年に公布された
民法典には、離婚手続きが定められていた。統領政府がコンコルダからこの
規定を排除した理由は、ここに明らかになったのである。
　最終的に形成された合意にもとづく、調印文書における礼拝の自由とカト
リック教会の地位に関する規定は、以下の通りである。
r共和国政府は、カトリックの、使徒伝来の、ローマの宗教がフランス市民
の大多数派の宗教であることを認める。
　教皇聖下も、当該の宗教が、フランスにおけるカトリックの礼拝の開始と、
共和国の三統領がおこなう個人としての信仰告白から、最大の幸福と最高の
輝きを得てきており、そして今後もそうであることを期待していると認める。
　その結果、以上の相互認識に立脚し、宗教のためだけでなく、国内の平和
の維持のためにも、両者は以下の内容に合意する。
　第1条：カトリックの、使徒伝来の、ローマの宗教は、フランスにおいて
自由に実践される。その礼拝は公的であるが、政府が公共の安寧のために必
要であると判断した場合には警察による規制に従う」161。
　1801年のコンコルダは、この礼拝の自由とカトリック教会の地位の問題に
関する統領政府と教皇庁の合意によって、フランスにおける宗教的自由に関
する二っの大きな転換点となった。
　第一点は礼拝の公然性である。このコンコルダは、教会の外も含めて、治
安を乱さない限り、礼拝が自由におこなえると定めている。礼拝に対する規
制は大きく緩和され、政府による礼拝の形態に対する干渉は厳しく限定され
ることになる。統領政府は屋外においても礼拝の自由を認め、礼拝の公然性
を教会の内部に限るテルミドール派の原則と訣別した。その結果、統領政府
の礼拝の自由は、礼拝の形態に対する不干渉を含む概念に変質する。
　ただし、礼拝の公然性に対する警察の規制は、宗教的多元性を守るために
も機能する。イデオローグらの反カトリック勢力との紛争だけでなく、プロ
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テスタント等の宗教的少数派と争いを起こした場合も、それがr政府が公共
の安寧のために必要であると判断」する対象に含まれることは、自明だから
である。
　第二点は宗教的多元性である。教皇庁はそれを認めることを拒み162、コン
コルダでも言及されなかった。しかし、カトリック教会は支配的宗教（宗教
的エスタブリッシュメント）としての特権的な地位を確保することができな
かった。統領政府が信教の自由を法律で認めていた以上、その問題について
沈黙を守るコンコルダを締結したことの意義は明白だろう。教皇庁はフラン
スにおける宗教的多元性を黙認したと評価することが可能である。
　さらに、支配的宗教が存在しない国家では、カトリックが獲得した礼拝の
自由にかんする諸権利は、他の信仰にも認められざるをえない。統領政府は
1801年のコンコルダを施行する際、カトリックの附属条項及びプロテスタン
トの附属条項と一体化し、共和第10年芽月18日法（1802年4月8日）163とし
て制定して、施行した。同法に含まれるプロテスタントの附属条項によって、
プロテスタントはカトリックと同等の権利を認められた。さらに第一帝政は、
1808年3月17日法164によって、ユダヤ教にもキリスト教とほぼ等しい法的
保護を与えた。この一連の動きは教皇庁の意に反するものであった。しかし、
それを阻止するために必要な支配的宗教の地位はなかったのである！65。
2：力トリック聖職者の叙任権
　コンコルダ交渉の第二の柱は、聖職叙任権にかんする統領政府と教皇庁の
対立である。この交渉で問題となったのは、司教と主任司祭の叙任権であっ
た。
　司教は司教区の責任者である。そして、ガリカン教会には傑出した権威を
持つ首位司教座がなかったため166、司教団全体でカトリックの聖権を担い、
俗権と対してきた。そのため、司教団の編成に大きく影響する叙任手続きは、
非常に重要な意味をもっていた。
一242一
1801年のコンコルダ（1）一交渉過程一
　このコンコルダでは、単に叙任の方法を決めるだけでは不十分であった。
当時のフランスのカトリックは教会分裂に陥っていたため、それを解消しな
ければならなかったのである。教会分裂の中で、旧体制司教と宣誓派司教は
互いに相手の司教位を不当なものだと非難しあい、妥協を拒み、和解に応じ
ようとしなかった。そのため、教皇権によって現職司教の総辞職を実行し、
あらたに司教を叙任しなおす必要があった。っまり、司教の叙任問題は、宣
誓派の教会分裂を解決する方策でもあった。同時に、司教座の刷新に際して
は、革命によって実行された教会の組織改革が、部分的に継承された。
　司教の叙任の問題は、三っの側面を持っていた。
　第一に、現職司教の総辞職の手続き。
　宣誓派司教は愛国主義を掲げており、統領政府が教皇庁による辞任勧告に
同意を与えた場合、それを受けいれる可能性が高かった。ところが旧体制司
教は事情がことなる。既に、憲法制定国民議会の聖職者市民化基本法という、
無惨な失敗例があった。旧体制司教は政府が命令しても辞任しないことは、
はっきりしていた。それゆえ統領政府は、教皇による司教解任を強く要求し
たのである。しかし、教皇庁はそれを拒み、教皇による辞任勧告を提案した。
　統領政府は教皇による解任に固執し、教皇庁は旧体制司教が教皇の命令に
反抗するという醜態だけは避けねばならず、合意の形成は難航した。教皇庁
の提案に、さまざまな配慮が付け加えられ、最終的に以下のような条文と
なった。
r教皇聖下はフランスの司教座に就いている者に対し、確信をもって、彼ら
が平和と教会の一性のために、みずからの司教座までも含めたあらゆる種類
の犠牲を払うことに同意することを期待すると宣言する。そして、教会のた
めに命じられた犠牲が拒まれた場合には、（教皇聖下はそれが拒まれること
を予期しないが、）この勧告の後に、教皇聖下は以下の条文の規定に従い、
あらたな区割りの司教区の裁治権をあらたに司教座に就く者の手に委ね
る。」
　実際におこなわれることはrガリカン教会の刷新」である。現職司教の意
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志にかかわらず、彼らの司教位を無効にし、新たに司教を叙任することで終
始一貫している。交渉でおこなわれたことは、表現の調整にすぎない。
　第二に、あらたな司教の叙任手続き。
　第一節で言及したように、第一統領がヴェルチェッリで教皇による教会法
上の叙任の容認を表明していたため、交渉の焦点は司教の任命に置かれた。
　まず教皇庁は、第一統領に司教任命権を認める条件として、任命権者がカ
トリックである場合にかぎると主張した。教皇庁は司教の任命権をカトリッ
クの君主に対する恩恵とみなしていた。教皇ベネディクトゥス14世（在位
1740－58年）は、プロイセン王、イギリス王、ロシア皇帝に対し、それらの
君主がカトリックではないことを理由に司教任命権を認めなかった167。それ
ゆえ教皇庁は、フランスの元首だけを優遇するわけにはいかなかったのであ
る。しかし統領政府は、第一統領がカトリックであると憲法の条文で定める
ことと、司教任命権を行使する代償として第一統領が信仰告白をおこなうこ
との二っを拒否した。交渉の結果、第一統領の信仰告白と司教任命権を別の
条文に分離することで合意が形成された。第一統領の後継者がカトリックで
ない場合、任命権の見直しをおこなうことについては、交渉の初期に合意し
ている。
　また、第一統領が司教に任命した者を、教皇が叙任するに値しない人物と
判断した場合の対応も問題となった。具体的には、第一統領が任命した者に
対する、教会法上の叙任の留保権が争われた。この問題には先例がある。か
つて、ルイ14世が1682年にガリカニスム四箇条を国の法とした時。それに反
発した教皇インノケンティウス11世は、1516年のコンコルダの規定にもとづ
き、ルイ14世が司教に任命した者に教会法上の叙任を授けることを拒否した。
その結果、わずか6年問で35の司教座が空位となり、司教座任命管理者
administrateur168の手に委ねられる事態となった169。統領政府はこの先例
を鑑みて、教皇による留保を認めない方針をとったが、教皇庁の抵抗は激し
く、妥協を強いられている。調印文書のr教皇聖下は、政府の交代以前にフ
ランスで施行されていた形式に従って、教会法上の叙任を授ける」という表
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現は、1516年のコンコルダが定める手続きを踏襲し、教皇が留保権をもっこ
とを意味するものである。
　第一統領は皇帝となった後、1809年に教皇国家を併合し、教皇ピウス7世
と激しく対立する。その後、ナポレオンは、かってのルイ14世と同じ運命を
たどった。ピウス7世が教会法上の叙任を留保するようになり、フランスで
空位司教座が急増し、カトリック教会の活動に大きな支障が出たのである。
　第三に、司教区の新しい区割りの施行。これは革命による改革を継承する
ものである。
　1789年に革命が勃発した時点で、アンシァン・レジームの司教区の数が多
すぎることははっきりしていた。その上、北部の司教区は広く、南部の司教
区は非常に狭かった。司教区の広さの大きな差は、さまざまな不都合をひき
おこしていた。そのため、憲法制定国民議会は、1790年の聖職者市民化基本
法によって、県の区割りを基準として司教区を統合し、再編成した170。統領
政府は、憲法制定国民議会と同様、カトリック礼拝を国庫支出による財政的
基盤の上に確立しようとした。司教区の必要経費を国庫から画一的に支給す
るシステムを作る以上、司教区は規模の上で均一でなければならない。これ
は、聖職者市民化基本法とコンコルダに共通する前提条件であった。そのた
め、統領政府は、聖職者市民化基本法による改革を継承する道を選んだので
ある。そして、教皇庁には司教区の統合と再編成を拒否する理由がなく、こ
の問題は交渉開始以前の段階で決着済みであった。教皇庁が要求したのは、
司教区の削減に付随する二っの要求であった。廃止される司教座の伝統に配
慮し、存続する司教座と統合して名称だけは残すことと、フランスが提案し
た六十司教区体制では数がたりないため、司教区を信徒の霊的必要性を満た
しうる数まで増やすことであるm。この二っの要求は認められずに終わって
いる。
交渉が開始されてからは、新しい区割りを施行する主体を統領政府と教皇
庁のいずれとするかが問題となった。調印文書では教皇が定めることになっ
ているが、実際に施行される区割りは俗権が定めた県境と一致するものであ
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る。名目上の規定にすぎない。あらたな司教区の区割りに関する合意は、事
実上、教皇庁が聖職者市民化基本法の改革を追認したものといえる172。
　コンコルダ体制では、司教叙任の手続きに関しては1516年のコンコルダが
継承され、司教区の区割りに関しては聖職者市民化基本法が踏襲された。宣
誓派の教会分裂は、教皇によって旧体制のヒエラルヒー173と宣誓派のヒエ
ラルヒーが両方とも解体されることで、表面的には解消した。しかし、教皇
権も個々の聖職者が過去におこなった行為の記憶を消すことはできない。教
会分裂の問題は、元宣誓派聖職者に対する個人攻撃に姿を変えて残存した174。
　聖職叙任権をめぐる次なる争点は、主任司祭の叙任である。主任司祭は小
教区の責任者であり、個々の一般信徒と接し、直接的な司牧をおこなう。彼
らは、革命期の改革によって、地方自治の権限を市町村長に引き渡してい
た175。それでもなお、主任司祭がカトリックの一般信徒におよぼす影響力は極
めて大きく、高い重要性を維持していた176。統領政府にとって、その地位を
いかなる人物が占めるかは、政権の安定を左右しかねない大きな問題だった。
　交渉開始の直後に、主任司祭の叙任に関しては、司教による任命制で合意
が形成された。この段階では、統領政府は叙任に介在することを求めていな
い。統領政府が主任司祭の叙任の重要性を認識したのは、第四草案以降であ
るQ
　主任司祭の場合、不適当な人物の叙任を警戒したのは統領政府であり、司
教の場合とは逆になった。統領政府は一貫して、主任司祭の叙任に政府の同
意を条件として加えようとした。教皇庁にとって、政府の同意なしに叙任で
きないとなれば、司教の主任司祭叙任権は名目上のものにすぎなくなる。そ
の場合、現実に叙任権を行使しているのは統領政府ということになる177。両
者の対立は激しく、合意の形成は難航した。仮の合意としてr司教は、政府
の信頼を得ている人物であることが確かめられてから主任司祭を任命す
る」178という表現も用いられたが、最終合意の形成には至らなかった。結果
的に、調印文書では、従来の草案とはことなる発想にもとづく条文が採用さ
れた。r司教は主任司祭を任命する。その選択の際には、政府によって認め
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られている人物だけを対象とする」というもので、司教は、政府が選んだ候
補者の中から、主任司祭の適材を選び出すことになったのである。
　この方法ならば、司教が叙任権を行使していることが明白になると同時に、
統領政府にとって不適当な人物が叙任される事態も起きえない。ただし、こ
れは机上の空論にすぎなかった。主任司祭レベルの聖職者ともなると、パリ
の中央政府が持っている情報は、量が不足している上、不正確なものである。
政府にとって都合のよい人材だけを大量に選び出すことは、ほぼ不可能で
あった。それゆえ、実際に叙任された主任司祭は、政府に対する忠誠心から
聖職者としての資質まで、あらゆる意味で玉石混清だったのである179。
　統領政府は、フランス聖職者団に対するコントロールの要として、聖職者
の叙任に一定の発言権を確保した。しかしそれも、司教に関しては教皇庁の
抵抗と1516年のコンコルダ以来の伝統的手続きによって、主任司祭に関して
は人物評価に関する情報収集の問題から、いずれも有効に機能しえないもの
だったのである。
31カトリック教会の財政的基盤
　コンコルダ交渉の第三の柱は、カトリック教会の財政的基盤の再建である。
　革命によるカトリック教会の改革は、アンシァン・レジームの教会が持っ
ていた封建領主としての性格を消滅させた。その結果、革命以前に教会が確
保していた主な収入源は、すべて解体されている。まず、教会十分の一税が
廃止された。これは各信者から収入の十分の一を徴収するもので、本来は救
貧を目的とする税であった。この税の重税感に対しては、多くの一般信徒が
激しい不満を持っており、他の徴税権をともなう封建的諸権利とともに撤廃
された。次に、小作農からの地代収入をもたらしていた教会の所領は、没収
されて国有財産となり、国民に売却された。憲法制定国民議会は、カトリッ
ク教会からあらゆる財政的基盤を奪い、その代償として聖職者市民化基本法
を定め、すべての経費を国費でまかなう体制を約束したのである。
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　ところが、聖職者市民化基本法を国家基本法とした1791年体制は、短期間
で瓦解した。同法は恐怖政治と非キリスト教化運動の中で有名無実化する。
その後、テルミドール派はいかなる宗派にも国費は支給しないと法で定め
た18G。宣誓派も含め、すべての聖職者は、信者による喜捨や、ミサと秘蹟に
対する報酬以外に収入源をもたない状況に置かれた。非宣誓派の司祭は多く
の信徒を集めており、小規模な礼拝に必要な収入を確保できることが多かっ
た。それに対し、宣誓派の聖職者は悲惨であった。彼らは信者のほとんどを
非宣誓派に奪われたため、数少ない信者から得られる収入はわずかなもので
あった。ところが宣誓派は、その少ない金額で全国組織を維持しなければな
らず、彼らの経済状況は貧窮をきわめた。1798年にエクス宣誓派首都大司教
に叙任されたオベルは、次のような悲劇的な貧困に陥った。r首都大司教は
日々の生活費にも事欠くありさまで、彼の十字架は白木を銀紙で包んだもの
であり、彼の教会にはブリキの聖体顕示台しかなかった」181。ブリュメール
のクーデタで統領政府が成立したとき、フランスのカトリック教会には、全
国組織を支えるだけの財政的基盤が存在しなかったのである。
　後で言及するが、統領政府と教皇庁は、売却済国有財産を購入者の手元に
留めることで早期に合意している。売却された教会財産は戻らないと決まり、
信者の喜捨だけに依存することも不可能である以上、教会の財政的基盤は国
庫に求める以外に方法がなかった。それゆえ、統領政府は、コンコルダ交渉
の開始に際して、教会のすべての経費を国費でまかなう制度を提案した。教
皇庁は、それを資金提供を通じた教会支配をまねくものと見て抵抗を試みた
が、すぐに合意に応じた。実現可能な対案を用意できなかったためである182。
そのため、教皇庁は、国庫支出以外の収入源を確保することに争点を移した。
その交渉の足がかりとして、教皇庁は政府に没収された教会財産の中に未売
却のものがあることに着目した。未売却の国有財産を教会の手に戻させ、そ
の不動産の用益権も保証させて、そこから得られる不動産所得の額を国庫か
ら支給される金額から減額することを提案したのである。そうすれば、教会
財産とそこから得られる収入にっいては、教会の自由裁量権の下に置くこと
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ができるからである。
　統領政府は教会が大地主に戻ることを警戒しており、教会が不動産所得を
得るような提案には反対した。統領政府は、未売却国有財産の返還について、
不動産所得を生むべくもない教会建物だけに限定している183。ただし、譲歩
をまったくしなかったのではなく、国費による俸給制の補助として、定期金
を支給する基金1es　fondation　en　rentes1841こ信徒が出資することを認めた。
しかし、その定期金の配分は、国家による統制の下に置くことを要求してい
る。
　教皇庁が未売却の国有財産をあきらめ、国費と基金の二本立ての制度を容
認したため、合意が形成された。残された争点は、基金の性格であった。
r定期金を支給するen　rentes」という表現の削除や、基金の性格や形態を
政府が留保する条文をめぐって、交渉が続いた。最終合意では、フランスの
カトリック教徒は単純明快で付帯条件のないr基金」に出資できることに
なっている。ただし、実際の運用は、コンコルダの条文とはことなる厳しい
制限の下に置かれた。宗教参事官ポルタリスが立法院でおこなった演説185
によれば、信徒がこの基金に不動産所得を生む土地を寄付することは認めら
れず、寄付できるのは現金や有価証券類であった。基金から教会に提供され
る不動産に関しては、司教館・司祭館などの家賃収入を生まない住宅に限定
された。ポルタリスは、この制限を加えた理由として、カトリック教会が再
び大地主となり、多額の不動産所得を手にすることになれば、教会の不動産
を没収し、国有財産として売却した革命による改革の正当性が否定されるか
らであると明言している。
　このように、教会の財政的基盤の問題は、売却済国有財産の問題と表裏一
体であった。売却済国有財産は教会に返還されないことで早期に合意ができ
たが、交渉は返還しない理由をめぐって長期化した。
　国有財産の売却は、国民にとって手ごろな価格で自分の土地を手にいれる
好機であった。それは同時に、王党派や純粋教皇派から、亡命者や教会の土
地を纂奪した人間とみなされることも意味した。っまり、国有財産の購入は、
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それを奪い返そうとする反革命派から攻撃を加えられる危険性をともなう。
リスクの高い投資であった。多くの国有財産購入者にとって、反革命派が勝
利すれば自分の財産を失うことになるため、彼らは革命と共和国のもっとも
堅固な支持層として評価されていた186。ブリュメールのクーデタ直後の共和
第8年霜月2日（1799年11月23日）には、早くも臨時統領政府の統領会議で
国有財産購入者を保護する政策の必要性が確認された187。それとほぼ同時期
の1799年12月19日、ヴァンデでは、カトリック王党軍の指揮官カイヨが、次
のような書簡で国有財産購入者の農民を脅迫し、小麦を奪おうとしている。
r聞くところによると、あなたは、我が軍の物資確保のためにあなたの家に
小麦を受けとりに赴いた人間に対し、怒りだしたとか。それが事実だとする
と、あなたは、共和国と王党軍の間で停戦が成立した後、王党軍が売却済国
有財産から必要な物資を調達することを認められたことと、（中略）あなた
が国有財産で栽培された小麦を自宅に運びこんだことを否定なさったわけで
す。そうだとしても、私は問題の小麦を他の人から受けとるわけには参りま
せん。私自身が小麦を受けとりにあなたのお宅に参上するわけにはいかない
ことは、ご理解いただきたい。長く望まれてきた和平の基本合意を、侵犯す
ることもできかねます。私があなたを信じるように、私のことも信じてほし
い」188。
　国有財産購入者は、フランス各地で同様のやり方で脅かされることが多
かった。彼らの所有権を保証し、彼らの権利を侵害させないことは、歴代の
政権にとって、大きな政治的課題であった。統領政府も、売却済国有財産の
大部分の元地主であるカトリック教会の長の動静には、細心の注意を払って
いた。教皇が不動産を奪われた地主として抗議を始め、政府による没収と売
却を不当なものと主張し、カトリック教会の名において不動産の返還を請求
した場合。フランスは大混乱に陥り、統領政府は崩壊の危機に直面する。そ
れゆえ、売却済国有財産の所有権にっいて、購入者の権利を守りつつ、教皇
庁との間で最終的な決着をつける必要があったのである。
　この問題の背景には、当時の教皇庁が直面していた、非常に重大な事態が
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ある。財源の枯渇である。第一次イタリア戦役の際に締結されたトレンティ
ーノ和平条約189によって、教皇国家最大の穀倉地帯であり、財政の基盤
だったレガティオー二三郡1goがフランスに割譲された。さらに、1798年、
教皇国家を占領したフランス軍は、ローマ共和国を建国する。同国政府は、
残りの教皇庁の所領を没収し、売却したのである191。その後、1800年に教皇
ピウス7世が教皇政府をローマに再興したとはいえ、その財政的基盤は雨散
霧消していた192。教皇庁にとって、教皇政府の財源として売却済教皇庁財産
i　beni　alienatiをとりもどすことが、絶対に必要だったのである193。これ
が、教皇庁が売却済国有財産にっいて譲歩することを決めた主な理由の一っ
である。外交交渉の取引の上で、教皇庁は、統領政府から売却済教皇庁財産
の回収を容認する意志表示を引き出すため、交換材料として、フランスの売
却済国有財産問題に関して譲歩したと言える194。実際、交渉開始以前の段階
で、売却済国有財産の返還請求権の放棄が決定されていた。臨時教会事務聖
省がヴェルチェッリにおける第一統領の和解提案を検討した時、そう決めた
のである195。
　その結果、売却済国有財産をめぐる交渉は、教皇庁が権利を放棄する際の
形式や理由に集中する。統領政府は、売却された教会財産は消費されて消滅
したものとみなした。その上で、教皇がフランス政府のおこなった教会財産
の没収と売却を正当なものとして承認し、返還請求権を放棄するというやり
方を提案した。これに対し、教皇庁は、教皇がカトリック再興の代償として
売却済国有財産の返却を免除するというやり方を主張した。さらに教皇庁は、
返還を免除する所有者をカトリックにかぎることを要求する。これは、元々
はカトリック教会の財産である以上、その所有を許されるという恩恵を受け
られるのは、カトリック信徒だけであるという考え方にもとづいている196。
それを反映して、ディ・ピエトロ案と教皇庁案では、プロテスタントも、カ
トリックに改宗すれば国有財産の返還を免除されるという規定が添えられて
いる。
統領政府にとって、教皇が返却を免除するだけでは不十分であり、教会の
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返還請求権そのものが放棄されることが必要であった。カトリック教徒だけ
が返還を免ぜられて恩恵を受けるという差別も、プロテスタントやユダヤ教
徒に対する宗教迫害を引きおこす原因となりえた。教皇が、すべての売却済
国有財産に関して所有権移転が完了していることを確認しなければ、現在の
所有者達に安定した所有を保証することができない。統領政府は、教皇が永
久に国有財産の返却を求めないと宣言することを一貫して求めた。
　教皇庁にとって、俗権が一方的におこなった財産の没収と売却の正当性を
追認することは不可能であった。その理由は、イギリスのヘンリ8世に代表
されるプロテスタントの君主が宗教改革の中でおこなった、財産没収であ
る197。フランスのケースを容認することは、プロテスタントによる財産没収
の不当性を糾弾してきた教皇庁の立場そのものを動揺させかねなかった。所
有権の移転は受けいれるとしても、没収と売却の正当性を認めるというやり
方は避ける必要があった。教皇庁のピウス7世派は、この問題に関する譲歩
が不可欠であることを認識していた。しかし、保守的な反ピウス7世派は、
売却済国有財産の回収を当然のことと考えていた。ピウス7世によってパリ
に派遣された交渉者達は、教皇庁保守派の反発を考えにいれながら、統領政
府との合意形成を進める必要があったのである。
　この問題の合意形成が大きく進展したのは、第六草案であった。統領政府
は、売却済国有財産が譲渡不能のものとして購入者に留まるというミ新しい
形式を提案した。それに引きっづいて、購入者の平穏を乱さないことを放棄
の目的として付け加えることが提案され、以下の最終合意が形成された。
r教皇聖下は、平和のために、またカトリックの宗教の再興がつつがなく進
むように、彼及び彼の後継者は、フランスで売却された教会財産の購入者の
平穏を、いかなる手段によっても乱すことはしないと宣言する。また、その
結果として、当該の財産の所有権とその財産から生まれる収入は、当該の購
入者及びその相続人の手に譲渡不能のものとしてとどまる。」
　このように、交渉の場では合意が形成されたものの、1802年8月14日にコ
ンコルダの批准のための採決をおこなった枢機卿会では、保守派枢機卿の不
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満が表面化する198。恩恵を受ける国有財産購入者に宗教上の区別を設けない
コンコルダ第13条に対して、投票内容が記録されている28枢機卿の内、6名
が批准に反対したのである。
　コンコルダ体制の下で、カトリック教会の財政的基盤は国費に置かれ、経
費の一部が信徒からの寄付を集めた基金によってまかなわれる体制が確立さ
れた。あらたな所領の寄進は禁じられ、国有財産も返還されず、カトリック
教会は資金の面で国家に対する依存を大きく強めることになる。
4＝革命が引き起こした混乱の解消
　統領政府が教皇庁にコンコルダを申し出た最大の理由は、革命によってカ
トリック教会が陥った混乱の解消である。それまでの各政府によっても、事
態打開の試みは何度も繰り返されてきた。91年体制下の宣誓忌避聖職者に対
する弾圧。国民公会による諸祭典や非キリスト教化運動。テルミドール派の
礼拝の自由。後期総裁政府による革命礼拝の推進。そのいずれもが、カト
リック教会の分裂を中心とする、フランスの宗教紛争を解消することはでき
なかった。この問題を、フランス政府の独力で解決することが不可能である
ことは、既に明白だった。統領政府は、教皇権による難局打開に期待をかけ
たのである。
　カトリック教会の混乱が生みだした課題は、大きく二っに分かれる。第一
に、政府が聖職者に課した宣誓に由来する対立の解消。第二に、教皇が聖職
者の反抗や逸脱行為に赦しを与えること。具体的には、宣誓派の教会分裂と、
非キリスト教化運動によって強いられた聖職者の背教的行為のことである。
　聖職者による忠誠の宣誓の問題には、三っの側面がある。
　第一に、教皇ピウス6世が政府の課す宣誓を全面的に禁じたという風説。
この禁止命令には教皇庁の公文書による裏づけがなく、主にモリ枢機卿ら王
党派聖職者によって喧伝されたものであったが、宣誓をおこなおうとする者
を思いとどまらせる効果を十分に発揮していた199。ただし、この点について
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は、コンコルダ交渉に応じることが決定された臨時教会事務聖省において、
統領政府が課す宣誓を容認することが決まっており、交渉の場ではほとんど
問題にならなかった200。
　第二に、警察による取り締まり。警察が聖職者の取り締まりの際に法律の
規定と乖離した基準を適用したことは、統領政府期の特徴の一っである。具
体的には次のような経緯をたどった201。
　第一統領は、雪月7日の統領決定202によって新しい宣誓を定めた。そし
て雪月10日に、官報rモニトゥール』は、新たに定められた宣誓が共和第8
年憲法に対する単純明快な支持表明であり、新体制の承認にほかならないと
国民に伝えた203。つまり、rモニトゥール』によれば、過去のすべての宣誓
は破棄され、共和第8年憲法に忠誠を誓えば宣誓をおこなったことになる。
　しかし、警察大臣フーシェがそれを否定した。彼の発した通達によれば、
この宣誓は過去のすべての宣誓に付け加えられたものである。そして、それ
を前提として、国家警察及び各県知事に取り締まりが命じられた。っまり、
警察省の主張する正しい宣誓のやり方とは、過去に課されたすべての宣誓を
おこなった上で、共和第8年憲法に対する忠誠を誓うことである。この条件
を満たさず、共和第8年憲法に忠誠を誓っただけで礼拝をおこなった聖職者
は、摘発の対象となるおそれがあった204。
　宣誓に慎重な態度を崩さない非宣誓派の聖職者は、官報rモニトゥール』
の報道と、警察大臣の通達とが矛盾するという事態を前に、そのどちらを信
じるべきか、態度を決めかねることになる。そのような状況下で、非宣誓派
の機関誌r哲学年報』は、フーシェが出した通達に対して、既に無効になっ
ている共和第3年憲法に対して、いまさら忠誠を誓うことに何の意味がある
のかと批判を加えている205。
　宣誓派は、この通達を歓迎した。まず、宣誓派の聖職者は過去のすべての
宣誓を誓っている。次に、彼らは、非宣誓派がフーシェの基準を満たさず、
共和第8年憲法に忠誠を誓っただけで礼拝をおこなおうとすることに批判的
であった。この通達により、宣誓派にとって、フーシェの警察は、対立する
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非宣誓派の活動を取り締まり、宣誓派を側面から援護してくれる機関となっ
た。
　この警察の独断的な動きには、1800年6月の第一統領のミラノ演説でブ
レーキがかけられた。その後、コンコルダ交渉の現場に、直接、警察省が干
渉することはなかった。しかし、コンコルダ施行の準備が始まり、新司教候
補者の人物評定がおこなわれた時、その場には警察大臣の姿もあった206。彼
はそこで、警察の集めた治安関係の情報や個人情報を提供している。
　第三に、宣誓に用いられる定型表現。
　各政府が宣誓を課した目的は、聖職者による反体制運動を抑止することで
一貫している。テルミドール派にとってはr国家の法に対する不服従を喚起
するために、聖職者の地位を濫用することを予防するため」207であり、統領
政府にとってもr聖職者が、彼らの地位を利用して、信徒に法を犯させたり、
信徒が公権力に対して持っべき敬意を捨てさせるために影響力を行使ずるこ
とは、絶対にしないという約束をするためのもの」208であった。
　各政府は、宣誓が世俗的な行為であって、宗教的な行為ではないことを強
調した。テルミドール派は、聖職者に課した宣誓をr純粋に世俗的な保
証」209とし、教義を含めたr霊的な領域」210には立ちいらないものだと宣言
した。統領政府も、コンコルダ第一草案で「政府は、これがすべてのフラン
ス人がおこなわなければならない世俗的行為であると宣言」211して、同様の
姿勢を示した212。しかし、聖職者にとって、テルミドール派が課した忠誠の
宣誓も、統領政府が課した忠誠の宣誓も、霊的な領域に足を踏みいれるもの
であった。
　以下に、法に定められた宣誓の定型表現を示す。
　テルミドール派の宣誓「私は普遍的存在としてのフランス市民が主権者で
あることを承認し、共和国の法を遵守し、それに服従することを誓う。」
　（共和第4年葡萄月7日の国民公会決議第3編第3条）213
　統領政府の宣誓r私は共和第8年憲法に対する忠誠を誓う。」
　（共和第8年雪月7日の統領決定）214
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　これらの定型表現に含まれる問題点は、優れた歴史家であり、聖職者でも
あったルフロンが、統領政府の宣誓について指摘している。
r共和第8年雪月7日の統領決定で聖職者に課された宣誓が、新体制に対す
る単純明快な忠誠の宣誓であったなら。カトリックの聖職者がそれに同意す
ることは可能であったはずである。というのも、カトリック教会の教えは、
国民によって受けいれられている政権を承認し、それに対して忠節を尽くす
ように命じているからである。しかし、この統領決定は、憲法に対する忠誠
の宣誓を課したのである。その憲法は、カトリックの教義の原理にほとんど
一致しない傾向をもち、キリスト教が求める良心に反する諸法を含むもので
あった。ボナパルトは、政治体制と法体系の間に存在する根本的な違いを見
抜くことに失敗したのである」215。
　政府が、宣誓が世俗的な行為であって宗教の教義とは関係ないと主張した
ところで、それは額面通りには受けとれないものであった。テルミドール派
も統領政府も、宣誓に用いる定型表現によって、離婚を定めた民法に代表さ
れる教義に違反した法律にまで従うと、約束させるからである。俗権が聖職
者に宣誓を課すこと自体は、アンシァン・レジーム期にもおこなわれていた。
そのため、この問題の本質的な部分は、宣誓に用いる定型表現に存在すると
いえる。
　コンコルダ交渉で問題となったのも、やはり定型表現の内容であった。交
渉開始直後、統領政府は、共和第8年雪月7日の統領決定を踏襲し、共和第
8年憲法に対する忠誠の宣誓を要求した216。しかし、教皇庁は教義に違反す
る法体系を遵守すると誓うことを強く拒否した。政府は譲歩し、忠誠を誓う
対象を「憲法にもとづく政府le　gouvemement　institu6par　la　constitu－
tion」に変更した。教皇庁もこれを容認し、仮の合意が形成された。その後、
あらたな提案がおこなわれた217。聖職者が政府に対して忠誠の宣誓をおこな
うことは、アンシァン・レジーム期にも実施されていたことを、両者が確認
する。その上で、革命以降の諸宣誓は定型表現の変更にすぎないとみなす、
というものである。ベルニエ師がアンシァン・レジーム期の古文書の中から
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好適な内容の宣誓文を発掘し、この提案によって合意が形成された218。
　以下は調印文書で採用された定型表現である。この定型表現には、r政府
の交代以前におこなわれていた忠誠の宣誓」という説明文が添えられている。
それは・俗権が聖職者に忠誠の宣誓を課すことが・アンシァン・レジーム以
来の伝統であることを明示するものである。
「聖なる福音にかけて、フランス共和国の憲法にもとづく政府に対する服従
と忠誠を、私は神に誓い、約束する。共和国の内外を問わず、公共の安寧を
損なうものである場合、共謀をおこなうこと、会議に出席すること、組織に
参加することをしないと、私は約束する。そして、もし司教区の内外で、国
家に損害を与えるようなことが企まれているのを知った場合、私はそれを政
府に報告する。」
　このようにして、革命以来の宣誓の問題は、統領政府と教皇庁の間では決
着した。しかし、それだけではフランス聖職者団は平穏を取り戻すことがで
きなかった。過激な宣誓忌避聖職者達は、あくまで宣誓を拒否した。彼らは、
コンコルダで政府の課す宣誓を認めた教皇を許さなかったのである219。
　教皇ピウス7世が聖職者による忠誠の宣誓を容認しても、大きな問題が残
されていた。前教皇ピウス6世の制止を無視して宣誓をおこなった者や、背
教的行為220をしてしまった者の宗教上の罪である。社会の安定を実現する
ためには、彼らに対する赦しの問題にも見通しをつける必要があった。
　統領政府は当初、宣誓派の教会分裂を解消する手段として、教皇が宣誓派
聖職者に赦しを与え、カトリック教会の一性に宣誓派教会が再統合されると
コンコルダで定めようとした。しかし、その方法には教皇庁と宣誓派の双方
が同意しないことが明らかになり、統領政府はそれを断念した。両者は、教
皇が旧体制司教だけでなく、宣誓派司教にも辞任勧告をすることで妥協して
いる221。
　聖職者による背教的行為については、コンコルダ交渉で言及されたのは
「聖職者として聖別を受けた後に結婚した者と、その他の聖職を放棄したこ
とが明白となる行為をした者」222の二種類であった。1793年から94年に高揚
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した非キリスト教化運動の中で、聖職者達はさまざまな背教的行為を強要さ
れた。背教的行為は、迷信（カトリック信仰）が打破された証の儀式として、
公衆の面前でおこなわれることが多かった。具体的には、宣誓派司教が司教
を辞任して司祭に戻ると宣言したり、司祭が聖職を放棄して一般信徒に戻る
宣言をおこなったり、聖職放棄の証明として聖職叙任状を地方自治体に引き
渡したりすることである223。これらの行為の中で、もっとも社会に与える衝
撃が強く、スキャンダルとなったのが、キリスト教の信仰を捨てて無信仰者
になる宣言と、独身の戒律を破って公衆の面前で結婚式を挙げることであっ
た。そして、テルミドール反動とともに非キリスト教化運動の波が過ぎ去っ
たとき、フランスには背教的行為をしてしまった多数の元聖職者が残された
のである。
　教皇庁は、背教者に対する赦しの問題は、教皇庁が単独で対処すべきもの
であると主張した224。っまり、この問題は聖権と俗権の合意を必要としない
ものであり、それゆえにコンコルダでとりあげる必要はないというもので
あった。統領政府は、教皇の権威の下にカトリックを再統合するためにコン
コルダを提案しており、背教者の問題も交渉でとりあげることを望んでいた。
統領政府は、背教的行為をした聖職者を、一般信徒の共同体1a　communion
lalque225に復帰させることを提案した。ただし、復帰の条件がr結婚とそ
の他の聖職を放棄したことが明白となる行為」と定められている。つまり、
キリスト教の信仰を棄てて無信仰者となった者は、統領政府も救済の対象に
いれていない。
　教皇庁は背教者に対する赦しの問題は聖権に属すると主張しつづけ、コン
コルダでは背教者の問題を取り扱わないことで合意が成立した226。
　結果的に、宣誓派と背教者に対する赦しという、革命によってカトリック
教会が負った傷を癒す作業は、コンコルダでは定められず、教皇庁に委ねら
れた。その責務は、コンコルダを施行するために1801年10月にパリに派遣さ
れた枢機卿教皇特派大使カプララが担うことになる227。
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小結
　コンコルダ交渉により、統領政府と教皇庁は数多くの合意を形成し、フラ
ンスで再興されるカトリック教会の設計図を作り上げた。その交渉の中では、
礼拝の公然性に対する規制や聖職者の叙任権などが争点となったが、そのい
ずれも政府による宗教活動のコントロールの問題に帰着するものである。た
だし、それを俗権による教皇権の侵害であるとか、政教一致体制を復活させ
た反動であるとか、一部の先行研究に見られる視点にもとづいて評価を下せ
ば、1801年のコンコルダの本質を見失うことになる。このコンコルダは、フ
ランスにおけるカトリック教会の活動に関して、教皇権に属する領域と統領
政府がコントロールする領域を特定し、互いが分担する範囲を合意文書に明
記したものである。その分担を決定する過程においては、当時のフランス社
会が政府による宗教活動の統制を必要としていることが考慮され、その上で
最終合意が形成された。それは、統領政府がカトリックを支配的宗教として
宣言することを拒否し、教皇庁も宗教的多元性の問題にっいて消極的な黙認
という姿勢をとったことに象徴されている。コンコルダ交渉が、当時のフラ
ンス社会から遊離した場で進められたなら。宗教的多元性に対する配慮は不
要であり、支配的宗教や国家の宗教の宣言に何の問題もなかったはずである。
たとえば、統領政府は、1802年1月、北イタリアの衛星共和国であるチザル
ピナ共和国を、第一統領が大統領を兼任するイタリア共和国に改変した。そ
の際、政府はまったくことなる行動をとっている。第一統領が議長を務める
会議をリヨンで開催し、そこにチザルピナの親仏派有力者達を召集した。そ
して、第一統領の主導と威圧の下に、その会議でイタリァ共和国憲法を制定
するという、非常に独裁的な手法を用いたのである228。しかも、その憲法の
第1編第1条では、カトリックを国家の宗教la　religione　dello　statoとし
て宣言している229。しかも、この会議には教皇庁代表が招かれておらず、教
皇の意向すら打診していない。
　既存のもっとも有力な学説は、コンコルダを官僚機構の補助として教会を
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統治に利用するためのものだとしている。しかし、宗教的多元性を容認する
ことによって宗教組織が複雑さを増せば、統治が妨げられることはあっても、
それが助けられることはない。1791年体制は、人権宣言で良心の自由を認め
ると同時に、聖職者市民化基本法によって宣誓派教会をエスタブリッシュメ
ントとし、支配体制に組み込んだ230。これは、宗教社会学が指摘するように、
宗教を統治に利用する近代国家に共通する政策であるが231、統領政府はこの
やり方を踏襲していない。カトリックを他の宗派より優遇せず、フランス市
民の大多数派の宗教の地位しか認めなかったのである。統領政府は、このコ
ンコルダでは、カトリック教会を統治に利用することを最優先の目標にはし
ていない。
　以上で分析したように、コンコルダの内容は国内事情に対する一定の配慮
を前提とするものであるが、それはあくまで統領政府と教皇庁のトップレベ
ルにおける決定であった。それがフランス社会に受容されるまでには、当然、
さまざまな困難が生ずる。コンコルダを実際に施行するという第二の段階ま
で作業が進み、それらの困難に直面したとき、合意内容の修正は不可避のも
のとなった。本論文で取り上げた各争点の中で、もっとも重要であると同時
に長期的に尾をひく問題は、礼拝の自由である。次に予定される拙稿では、
礼拝の自由という視点から、当時のフランスの宗教に関する国内事情を分析
し、統領政府と教皇庁が結んだコンコルダに軌道修正を強いた諸問題を明ら
かにする。
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関しては、以下の指摘を参照。r外国で使われてきたSeparation　of　State
and　ChurchないしTrennung　von　Staat　und：Kircheは、日本の「政教
分離」ではなく、文字通りr国家・教会分離」のことである。（中略）日
本ではSeparation　of　State　and　Churchをr政教分離」とするのが普通
のようである（だがこれは混乱を招く一つの誤訳である）。」ホセ・ヨン
パルトr教会法とは何だろうか』（成文堂1997年）17－！8頁。
7　フランスにおける良心の自由の問題に関しては、日本の法学の分野で活
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発に研究が進められている。次の研究が最も充実した内容である。小泉洋
一rフランスにおける宗教的自由」（「甲南法学』第36巻第1・4号1996
年3月）。フランスの宗教法にかんしては、小泉と大石眞が第一人者であ
　る。その業績は数が多いので、代表的なものだけを示す。大石眞rライシ
　テその後」（r国学院法学』第19巻第4号1981年2月）・大石眞r憲法と
宗教制度』（有斐閣1996年）・小泉洋一rフランスの政教関係の史的概観
　ライシテヘの歩みとその成立」（r甲南法学』第37巻第3号1997年4月）
8　Aulard，F．一A．，尻8むoかεpoZ痂⑳c　dc　ZαRθooZ碗‘oη∫rαηgαεsε，
　Paris，1901，5e6d．，19211Debidour，A．，研s60かθdεsrαρρor6s　dlε
Z’6gZεsc　eδdlθZ76むα6eη17rαπcθdε1789δ1870，Paris，1898。
9　Mathieu，le　Cardinal　F．D．，Leσoηco冠α6dε1801，sθs　orεg加s，
soπhεs60‘re，♂αprεs　dεs　docω耽θπおεπ6d漉，Paris，1904．従来の拙
稿ではマチューと表記したが、原音に近いマテユーに改めた。
10　Boulay　d．e　La　Meurthe，A。，DooαηLeη孟s　sαr　Zαη6goo‘α庇oηdμ
　σoηoordα6e6飢rZεsα碗rθsrαppor6sdθZαFrαηoθα∂eoZεSα謝一
Sε2gε，6vo1．，Paris，1891－1905，（以下、Boulay）．従来の拙稿ではブー
　レ＝ドラムールトと表記したが、原音に近いブレ・ド・ラ・ムルトに改めた。
11Aulard，F．一A．，L窃α厄εZαFrαπcεθηZ’αバ辺1αZ’αη1X，paris，
　1897．
12　Aulard，F．一A．，Pα冠s　soμs　Zeσoη8認α孟，4vo1．，Paris，1904．
13後者が以下の研究で用いられているが、その後はほとんど利用されてい
　ない。Lεlnzac　de　Laborie，L．d．e，Pαパs　soωs　NαpoZ60η，t．4，Religion，
Paris，1907．
14　Vandal，A．，ヱノαoεηεηLθ撹dθBoηαpαπe，Paris，t．1，17e6d，1911，
t．2，4e6d．，1907．
15　　Laterille，C．，L’oPPosε古εoηrε麗9εθαsθαωσoηcordlαカde1792a1803，
Paris，1910．
161790年以前に、1516年のコンコルダの規定に従って叙任されたフランス
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　の司教のこと。アンシァン・レジームの司教を、1790年以降に、聖職者市
　民化基本法及び第一回宣誓派全国教会会議の教令に従って叙任された宣誓
　派司教les6veques　constitutionnelsと区別するために用いられる呼称。
　1801年のコンコルダの施行にともなって叙任された司教は、コンコルダ司
教1es6vequesconcordatairesと呼ばれる。
17Vacant，A．，E　Mangenot＆Mgr　E．Amam，dir．，ヱ）‘めoηηαかe
　dθ疏60Zo塵εcα漉oZめμε，t．6，p．1096－1137，“gallicanisme”．「ガリカニ
　スムとは、聖権の構造とそれが及ぶ範囲に関する、傾向であり、実践であ
　り、何より教理である。それはかってのフランスに特有に存在したもので
　ある。そして、様々な措置によって、教会に対して、あるいは教会と国家
　の関係において、教皇の持つ一定の特権に関して対抗したのである。（中
　略）神学者のガリカニスムは、それ自体で単一のシステムなのではない。
　なぜなら、それは具体的な教理を表明したものではないからである。その
　本質は、様々な著述者が、それぞれの時代と学派に応じて説き、肯定した
　ことで作られた傾向である。（中略）しかしながら、1682年の会議以後、
　フランスの神学者達のガリカニスムは、ほぼ一貫性と一体性をもっ教説、
　共通の教育、王国の全ての説教壇と神学校と大学に共通して、強制力を
　もって課せられた実践を定めるに至った。」εわ虹，P．1097．
　ガリカニスムは聖職者だけのものではなく、政治上のガリカニスムも存
　在した。「政治上のガリカニスムは、憲法制定国民議会がカトリックの宗
　教を国家の宗教と宣言するという、ジェルル師の提案を否決したとき、ま
　さに死を宣告されたといえる。そして、それは第一帝政の憲法によっても
取り消すことはできなかった。政治上のガリカニスムは、政治的に組織さ
　れたキリスト教共同体の一部であるか、我々の父祖ににとっては完全に同
　じ意味であった国民教会ないしキリスト教的国民であると、もはやみなさ
　れなくなってしまった国家では、存在しえない。第一帝政の宗教大臣は、
　革命がその実態を胡散霧消させてしまったいにしえの定型表現を、繰り返
　し使うことになる。」εb認，p．1127。
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　谷川稔『十字架と三色旗』（山川出版社1997年）21頁では、これにフラ
　ンス国教主義という訳をあてているが、すこしニュァンスが異なると思わ
れる。
18Latreille，C．，・4pr2sZeσoηcorぬ6，Zンo卯os痂oηdθ1803dηos
／oμrs，Paris，1910．
！9　：Lefebvre，G．，地ρo膨oη，Paris，1936，6e6d．．，1969．
20　Latreille，A．，L’6gZ♂sθoα61乙oZ殉αe　c孟ZαR600Z碗εoηプrαηgαεse，2
vol．，Paris，　19501　Leflon，J。，Lα　crεse　r6ひoZz五麗oη，ηα乞rε，　1789－1846，
｛Fliche，A．，＆V．Martin，dir．，研鉱oかεdle　Z’68’Z‘sθdlelρ砺s　Zθs　orレ
8伽sルsgゴαηos／or，t．20｝，195L
21　Latreille，A．，NαPoZ60η，αZθSα加カーS諺9θ1801－1808，Paris，1935．
22　Leflon，　」．，　E寵εηηε一AZθ劣αηdlr¢　Bεrηεer，　60ε（1ωθ　dl’OrZ6αηs，　α
Z’αP頭oα6‘oηdαCoηcordα6，2vol．，Paris，1938．
23　Delacroix，S．，Lαr60rgα痂sαあoη｛1εZ・6gZ‘sεθπFrαπoεαp珍s　Zα
R600Z諭oη（1801－1809ブ，t．1，Paris，1962．拙稿「1801年のコンコルダ
　（r史学雑誌』第104編第3号1995年3月）ではrフランスにおける革命
後の教会再組織』としたが、訳をより妥当なものに改めた。
24　Robert，D・，Lεs6gあsεs　r40rητ6es　eπFrαπcε‘1800－183の，Paris，
1961．拙稿「1801年のコンコルダ」ではrフランスにおけるカルヴァン派
教会」としたが、訳を妥当なものに改めた。
25革命期については、Blumenkranz，B．，＆A．Soboul，dir．，一Lεs　Ji呵s
θ面αR600Z碗‘oπfrαπ9αεse，Paris，1976，r6impression，1989．が、基
礎的な文献。1990年代に入って、ユダヤ教に関する文献と史料集が活発に
刊行されるようになった。Attias，J．一C．＆E．Benbassa，D薦‘oππαかe
吻σ‘∂εZ‘s誠oηノμε∂e，Paris，19971．酬oむ♂o肌α‘redω」ωdαぢs肌ε，Paris，
1998；Moulinas，R．，Les　J窃びs　d葛Pαpe，且ひε9ηoπeむZeσoητカαε　V「e一
ηα‘ss加，Paris，19921Benbassε1，E．，πε鉱oεrεdles　J初ヴs4c　Frαηcε，
Paris，19971Berg，R．，πεs60かe　dθs♂膨びs　d　Pαr‘s，Paris，19971Be一
一264一
1801年のコンコルダ（1）一交渉過程一
cker，」．一」．＆A．Wieviorka，dir．，Lθs　J呵s　de　Fr侃oε，Paris，
19981Ayoun，R．，Lεsノμびs　dεFrαηce，1）εZ’6mαη・olPα6めη∂l　Z’♂η’彪一
grα撹oη1787」1812，dooμητεπ診s，わεわZεogrαph諺e　e6αηη’oεαあoηs，Paris，
1997．ただし、以下は19世紀末の著作の再版である。Lemam，」．，
翫pol60ηθ診1θsノ畷s，Paris，1989．
26現在では、地域史の視点から各司教区におけるコンコルダ体制の確立が
研究テーマとして注目され始めている。ブダルがクルーズ県について、ブ
　ロがバイユー司教区にっいて研究をおこなっている。Boudard，R．，
　“L’application　du　Concordat　de1801dans　le　d6partement　de　la
Creuse”，en　Revue　de　rlnstitut　Napoleon，no．150，1988－1；Blot，T．，
Rε00πS伽かεZン囎傭εαμ2sZα薦ooZ画0η，Le伽eをsedεBαツε砿，
Paris，1997．また、コンコルダ交渉期に非宣誓派の中心人物となったサ
　ン＝パプ旧体制司教ド・マイエの伝記も、出版された。Lemarchand，
L’Abb6」．，Uη60δgωθdlεoo漉「θわαndθsoπs　lαR6ひoZ碗‘oη・Moη8εか
9πθωrJεαルBα画s6edεハ4α‘ZZ6dθZαToωr－Lαηdぴ惚3－1804，
Mayenne，1996．
27　コンコルダに関する最新の研究成果は、次の辞典のコンコルダの項目。
Tulard，」．，（王ir．，jDεc琵oπηαかe　IVAPO乙EO望V，Paris，nouvelle6（i．，
　1989，p．451－456．コンコルダ体制がフランス社会で果たした秩序維持機
能と、その位置づけに関しては、次の研究の前半部分が最新のもの。
Langlois，C．，“Politique　et　religion”，en　J．Le　Goff＆R．R6mond，
dir．，E‘s診oケεdle　ZαFrαη，cθrεZ‘gεeαsθ，t．3，Du　roi　Tr邑s　Chr6tien　a
la　lalcit6r6publicaine，Paris，1991，p．108－125．拙稿「1801年のコンコ
　ルダ」ではチュラールとしたが、原音に近い表現に改めた。
28　井出洋子rフランスにおける国家と宗教一特にコンコルダ（政教条
約）制度を中心として一」（r経営と経済（長崎大学）』第68巻第4号1989
年3月）・徳永千加子「一八O一年のフランスー聖座間協定によるコンコ
　ルダ体制一ライシテ成立をめぐる問題その三一」（「早稲田政治公法研
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　究』第34号1991年3月）・大石眞r憲法と宗教制度』第一部第二章。これ
　らの研究論文の法学的な視点には、示唆を受ける部分が非常に多い。ただ、
　これらは法学の論考であって、歴史学の実証研究ではない。使用する史料
　は、法令集や議会議事録を除けば、二次史料のみである。日本における法
　学のコンコルダ研究が依拠するのは、デュギの公的自由の概説書と、ダン
　セットの近代フランス宗教史の概説書である。Duguit，L，，Trα♂6ε漉
　φoあooηs痂漉‘oη7LθZ，t．5，Les　libert6s　publiques，1925；Dansette，
　A．，Eオsδoかεrε瓦9εε撹sεdεZαFrαη，oc　oo耐eηψorαεη2，t．1，Paris，
　1948．デュギの研究は、マテユー枢機卿やドゥビドゥルといった、イデオ
　ロギー的論争の時代の歴史研究に依拠するため、バイアスが非常に強い。
　たとえば、479頁で、コンコルダ体制の下でカトリックは国家の宗教で
　あったと断定している。
29小田中直樹rrもう一っの近代フランス」研究の胎動？一谷川稔著r十
　字架と三色旗』に寄せて一」（r史学雑誌』第107編第10号1997年10月）
30同、63頁註12。
31同、60頁。谷川r十字架』64頁および122頁も参照。
32松鳥明男r1801年のコンコルダ」、松鳥明男rフランス統領政府期の教
　会の市民機構化一1801年のコンコルダ・交渉の第一段階一」（r史学雑
　誌』第105編第9号1996年9月）、松鳥明男rコンコルダ交渉の第二段階
　一八O一一一八〇二年」（r西洋史学』第185号1997年6月）。
33谷川『十字架』は、カトリック教会と共和派のヘゲモニー闘争にかんす
　る書である。フランスの宗教に関する国内事情全体を前提に、コンコルダ
　体制の確立を論ずる本論文とは、視点がことなる。
34小田中、62頁註8。
35谷川r十字架』17頁。
36小田中、65頁註40。
37本論文は、未刊行の博士学位論文、1801年のコンコルダと「礼拝の自
　由」の変質過程一統領政府・教皇庁・国内事情一（1997年度に東京大学
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　大学院に提出）の序論と第一章に、手を加えたものである。今後、引き続
　いて、第二章、さらに第三章と結論にも手を入れ、継続的にこの紀要に投
　稿する予定である。
38谷川r十字架』64頁。通説に対する批判として、拙稿rコンコルダ交渉
　の第二段階」では、彼の用いた教皇庁伝統の外交の作法の問題点に注目し
　た。
391）厩oη副oわεogr⑳oodθgZεぬ伽ηε，t．19，P。180－186，“Caprara
　Montecuccoli，Giovannni－Battis亡a”．
40小泉rフランスにおける宗教的自由」参照。
41　日本では、r礼拝の自由」がフランス語で複数形表現を用いてあらわさ
　れていることを重視しない研究も見受けられる。しかし、複数形であるこ
　とこそが、礼拝の自由を単なる行為の自由にとどめず、ここでいう第一要
　素、つまり宗教的多元性の許容を意味するものとする。統領政府の時代の
　r礼拝の自由」の意味は、小泉が挙げた、礼拝の自由を宗教的自由の本質
　とみなす、フランスの学説に継承されていると考える。小泉、前掲論文、
　149頁。この礼拝の自由の二っの要素は、法学でいう、国家の宗教的中立
　性の二つの要素に重なる部分が大きい。r〔国家の宗教的中立性の特色の〕
　第一は、複合的な概念だということです。っまり、不介入（non－involve－
　ment）と公平性（impartiality）という、相互に何らかの形で調和され
　なければならない二っの要素からなっているということです。（中略）中
　立性の第二の特色は、形式性です。（中略）不介入とか公平とかいう中立
　性の概念の要素も、具体的なケースに応じて何を意味するか、はっきりさ
　せないと、具体的にどうしたら中立になるのか、よくわからないというこ
　とです。（中略）第三は、このように中立性とは、複合的で形式的な概念
　ですから、いろいろに解釈できる、そういう曖昧な点が残る概念というこ
　とになります。具体的には、不介入と公平性という、二つの要素がいまお
　話した通り、それほど明確でなく、また二つは両立しない、相容れない、
　そういう性質を持っているからです。」芦部信喜r国家の宗教的中立性」
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　（r法学教室』第85号1987年10月）9－10頁。
42拙稿r教会の市民機構化」では“culte”を祭祀としたが、より一般的
　な訳である礼拝に改めた。
43　カトリック大辞典は離教ないし教会離脱とする。従来の拙稿では教会分
　離としたが、本論文では、意味をとって教会分裂とした。教会分裂とは、
　キリスト教内部の党派対立を意味する。1054年のカトリック教会とギリシ
　ア正教会の東西教会分裂が代表例である。ただし、中世の大シスマによる
　三教皇鼎立のように、カトリック教会の一性unit6からの離脱には至って
　いない場合にも使われる。
44Boulay，t．5，no．1163，Rapport　de　Portalis，／1802年2月20日｝．統領
　政府期のフランスには、宣誓派の組織に属さないカトリックの聖職者が多
　数存在していた。1791年から一度も宣誓をしたことがない宣誓忌避聖職者。
　過去におこなった全ての宣誓を撤回した元宣誓派。亡命先から帰国したエ
　ミグレ聖職者。総裁政府期の追放処分が解かれ、帰国した司祭達。彼らの
　行動は多様であり、思想的にも、王党派の純粋教皇派から反革命派のガリ
　カニストまで、実に多様である。彼らをまとめて呼ぶ呼称は、当時も定着
　していなかった。先行研究が用いた教皇派という名称は、反革命派ガリカ
　ニストが存在する以上、適当ではない。拙稿r教会の市民機構化」では司
　牧継続派を用いたが、これも不適当である。本論文では、ポルタリスが報
　告書で用いた呼称に依拠し、非宣誓派とする。
45当時はこれをr父祖の礼拝culte　des¢res」と呼んでいた。この問題
　については、谷川r十字架』24頁参照。
46宣誓派教会r6glise　constitutionnelleについては、立憲教会という訳
　語もある。同教会は、共和第3年風月3日法による聖職者市民化基本法の
　廃止後、独自の教令を定めて活動を継続した。統領政府期には、憲法に立
　脚した組織ではなくなっている。それゆえ、本論文では宣誓派教会という
　訳を用いる。
47宗教参事官conseiller　d’Etat　charg6de　toutes　les　affaires　consem一
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　ant　les　cultesは1801年10月に設置された。Boulay，t．4，no．912，Arret6s
　des　Consuls．この官職は参事院の内部に設置されたものではなく、第一
　統領直属である。その実体は宗教大臣職である。この名称は、宗教大臣職
　には反発が予想されたために採用された。Boulay　de　la　Meurthe，A．，
　1五s60かεdεZαr窃αわ互ssεητeη孟dωα6麗εεη17rαπoε，1802－1805，Tours，
　1925，p．19．この官職の訳としては、拙稿「一八O一年のコンコルダ」で
　は宗教担当国務院評議員を用いたが、拙稿rコンコルダ交渉の第二段階」
　以降、宗教参事官としている。統領政府期の“Conseil　d7Etat”につい
　ては参事院が定訳であり、‘‘conseiller　d’Etat”1こは定訳がない。拙稿
　rフランス統領政府期の教会の市民機構化」で用いた、国務院評議員は適
　当な訳とは言えない。岡本明rナポレオン体制への道』（ミネルヴァ書房
　1992年）にもとづき、参事官と訳すのが適当と判断した。谷川r十字架』
　65頁に見えるr宗教管轄の国家参事会」とは、宗教参事官官房のことであ
　ろうか。法学では国務院ないしコンセイユ・デタと表記される。参事院は、
　国家元首の臨席する直属機関で、法案作成や行政で元首を支えた。
48第一統領官房のものはSous－s6rie　AF／IV、内務省はF／1cIとF／1cIII、
　宗教参事官官房はF／19及び＊F／19に納められている。
49　内務省の文書はF／1cIII、宗教参事官官房の文書はF／19及び＊F／19。
50　Aulard，L’窃αヵ；Rocquain，F。，ヱア66α6dεZαFrαπcεαμ18わ配mαかe，
　Paris，1874．
51　Moniteur　universe1，Parisl　Rcederer，P．一L．，6d．，Joumal　de
　Paris，Parisl　Gr6goire，1’Abb6E．，6d．，Annales　de　la　Religion，
　Paris；Sicard，1’Abb6R．一A．一C．，6d．．，Annales　philosophiques，
　Paris．
52　Aulard，F．一A．，Reg‘sヶεdles磁Zめ6rα孟εoηs　d短σoη8認α6．ρro∂♂soか
　rθ，20わr4η⑦αεrθ一3ηε∂δsεα7z　VIZ1017zo∂θη②わrθ一24d60εη②わrθ179£），
　Paris，1894．
53Aulard，σoηsωZ碗pηoひεso‘re，p．57，8frimaire　an8，｛1799年11月29
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　日｝l　Vand．a1，L’αueηθmeπ6，t．2，p．259－260．
54Aulard，Coπs認α6proひ♂so♂陀，p．35，59，64，72．国有財産は、主に革
　命政府が没収した王家及び教会の財産と、国外に亡命して財産没収刑に処
　されたエミグレの財産から構成されている。その大部分が不動産である。
55　テルミドール派とは、共和第2年熱月9日（1794年7月27日）のテルミ
　ドール反動でロベスピエール派を追い落とし、国民公会の実権を掌握した
　勢力のことを指す。
56　Moniteur　universe1，9niv6se　an81Duvergier，」．B．，σoZZeめoη
　oo脚Z伽‘∫εsLoεs，D60rε孟s，Ordoηηαπoθs，．R6gZe7πeηs，Aoεsdαcoη一
　sε記♂E観，2e6d．，t．12，Paris，1835，P．50－51．
57Duvergier，t．8，p。127．テルミドール派が、未売却の教会を礼拝目的に
　使用することを認めた国民公会決議D6cret　de　la　Convention　nationale。
58Duvergier，t．8，p．293－294．テルミドール派が礼拝の自由を定めた国
　民公会決議。
59　この宣誓は憎悪することを強いるため、聖職者から批判が出ていた。上
　智大学中世思想研究所編訳rキリスト教史7・啓蒙と革命の時代』（講談
　社1991年）282－284頁。なお、同書はr永遠の憎悪」とするが、法には
　永遠という表現はない。Duvergier，t．10，p．36，Loi　concernant　des
　mesures　d．e　salut　public　prises　relativement　a　la．conspiraton　royale，
　Art．25，19fructidor　an5．
60十進法にもとづく共和暦では、1週は10日である。デカディ〔第10日〕
　は、週の10日目の安息日である。1798年4月3日、総裁メルラン・ド・
　ドゥエによって、国民に革命暦の遵守が義務づけられた。キリスト教に対
　しても、本来なら日曜日におこなうべき主日のミサを、デカディにおこな
　うことが強制された。
61　Moniteur　universe1，10niv6se　an8；Duvergier，t．12，P．5L
62Picot，M．一」。一P．，ハ46ηLolrθspoμrse漉rαZ・んεsεolreeceZ6s‘αs6ε卿ε
　pθη，（ノαηヵZθXV711e　s詑oZθ，t．7，Paris，3e6（L，1857，p．271。
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63後期総裁政府は1798年2月10日にローマを占領し、教皇ピウス6世をフ
　ランスに連行し、南仏のヴァランスに幽閉した。1799年8月29日、ピウス
　6世は幽閉先で客死した。
64σorrεspoπdαηce　dε〈4αpoZ60ηF，（以下、Co肌惚1胞p．），no．
　4884，Allocution＆ux　cur6s　de　la　v皿e　de　Milan，｛1800年6月5日｝．
65Boulay，t．1，no．13，Paroles　de　Bonap＆rte　au　clerg6de’Milan；
　Leflon，」。，ハ40ηsε乞zぴEηLe乃y，t．2，Pεlris，1946，P。40－41．
66Boulay，t．5，no．1274，Martiniana　au　Pape，｛1800年6月26日1．都市
　ヴェルチェッリVercelliおよびマルティニアナMartinianaについては、
　拙稿「教会の市民機構化」ではヴェルチェルリおよびマルチニアナとした
　が、より原音に近い表記に改めた。
67叙任が決まった新司教に対し、司教区の裁治権を委ねる手続き。教皇庁
　は、この手続きを教皇の叙任の大勅書の授与によっておこなうことを義務
　づけている。それにより、教皇が不適当と判定した司教候補者を排除する
　ことが可能となる。ガリカニスムはそれを批判し、教皇権と各司教の権限
　をほぼ対等のものとみなす公会議主義を取った。ガリカニスト達は、教会
　法上の叙任は大司教ないし先任司教の最長老が授けるものだと主張した。
　教会法上の叙任を正しく済ませなければ、司教権は行使できない。これは
　宣誓派の教会分裂の原因の一っにもなっている。宣誓派司教達は、教会法
　上の叙任を、教皇ではなく先任司教から授けられた。そのため、教皇庁は
　彼らを勝手に司教の裁治権を行使した者とみなし、彼らに不法就任者
　intrusの汚名を着せた。新司教が、正しい教会法上の叙任を受けている
　のかどうか。これは司教叙任の極めて重要なハードルである。谷川は、こ
　れをr形式的な追認にすぎない」とする。r十字架』123頁。また、谷川は
　“intrus”の訳を無資格僧とするが、司教や主任司祭を僧称し、独断で権
　限を行使した者というニュアンスを重視し、不法就任者とした。r十字
　架』38頁。
68　Julg，」．，L’68Zεsε　ε6　Zes　窃αカs’　hεs60かε　dεs　Coηcordα哲s，Paris，
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　1990，p．64－65．
69　Delaruelle，E．，E．一R．Labandle　et　P．Ourliac，五’6gZどsεαα6εmps
dασrαη，dlSch，εsmεθ6dlεZαer‘se　eoη，o漉αかθ‘！378－1449ソ，｛A．Fliche
　＆V．Martin，fond．6e，」．D。Duroselle＆E．」’arry，d．ir．，丑εsεoかεdlε
　Z’68’あsεdのzあs　Zεs　orε9〃zθs／z護s（1z『δノzos／oωr，t．14｝，1962，P．315－377；
　Julg，p．64－651柴田三千雄・樺山紘一・福井憲彦編r世界歴史体系フラ
　ンス史』第1巻（山川出版社1996年）460－473頁。国王シャルル7世は、
　この国事詔勅で司教座聖堂参事会による司教選挙制を定め、教皇庁から厳
　しい批判を受けた。
70　この四つを済ませた後、司教座に新司教が赴き、着座式をおこなう。
71　この法律の訳語に関しては、従来の概説書や、河野健二編r資料フラン
　ス革命』（岩波書店1989年）、ミシェル・ヴォヴェルrフランス革命と教
　会』谷川／田中／天野／平野訳（人文書院1992年）などに見られるよう
　に、聖職者民事基本法と訳されることが多い。この訳は、聖職者向けの民
　法と誤認されうるものであり、使用しない。東京大学社会科学研究所編
　r一七九一年憲法の資料的研究』（1972年）では聖職の市民的設立をとり、
　柴田三千雄rフランス革命』（岩波書店1989年）は聖職者民事化法をとる
　など、他の訳も見られるが、それらも法の内容を的確に伝えるものではな
　いと思われる。
72　Haussonville，Comtede，t．1，38－39；Latreille，A．，五26gZ‘se，t．2，P。
　21－24．
73臨時教会事務聖省は、国家レベルでの教会ヒエラルヒーのあらたな構築
　などの重大事項を取り扱うために、枢機卿を構成員として臨時に組織され
　る教皇庁の意志決定機関。教皇政府の行政を担当している一般の聖省とは
　性格カミことなる。
74　Boulay，t。1，no．17－25．
75Boulay，t．5，no．1274，Martiniana　au　pape，｛1800年6月26日／．
76　Boulay，t．1，no．79，89＆t．3，no．816，836，839．
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77フランスにおける国家と宗教の関係を考えるとき、国教や政教分離と
　いった、日本固有の宗教問題の色に染まった言葉を使ってしまうと、予期
　せぬ誤解を招く可能性が生じる。谷川r十字架』20頁でも、国教という言
　葉が使われているが、明確な定義があった方がわかりやすかったのではな
　かろうか。
78聖職者でもある教皇政府の高級官僚には、取り扱う実務の重要性と聖職
者の位階のバランスを取るために、司教座の現地における実務をともなわ
　ない、名目上の東方の司教座・名義司教座が与えられる。コンコルダ交渉
　に関係する人物では、コリント名義大司教スピーナとイェルサレム名義総
　大司教ディ・ピエトロがそれにあたる。
79　Boulay，tユ，no．53，58，61－65．
80外務大臣“Talleyrand”はタレーランないしタレイランと表記される
　ことが多いが，原音に近い表記を用いた。‘‘Autun”も拙稿r教会の市民
　機構化」でのオータンから、オタンに改めた。
81Boulay，t．3，no．816，Nouvelles　instructions　pour　Spina，｛1800年10
　月13日｝．聖職者市民化基本法の施行により、旧体制司教の地位は法的に
　無効になった。これでフランスには司教が存在しなくなったが、その結果、
　あらたに選出された宣誓派司教に、教会法上の叙任を授けるべき先任司教
　が存在しなくなることを同法は想定していなかった。苦肉の策として、旧
　体制司教の中から宣誓派司教に教会法上の叙任を授ける者が探されたが、
　それに応じたのはタレランだけであった。このタレラン拒否の理由も、教
　会法上の叙任の重要性を示している。
82　Leflon，」．，Bθrη♂θr，t．1，p．120－125．
83　Boulay，t．1，no．76，78－85。
84Boulay，t．3，no．832，Note　de　Bemier　a　Spina　avec　le　commence－
　ment（iu　Projet　I　d．e　concord．at＆no．835，Notes　d．e　Bernier　a　Spina
　avec　la　fin（1u　Projet　I（ie　concor（1εlt．
85　Boulay，t．3，no．836，Note　de　Spina　a　Bemier，avec　des　corrections
一273一
松　鳥　明　男
　in（1iqu60s　sur　le　Prolet　I．
86　Boulay，t．3，no．838，Projet　d．e　convention　no．IL
87拙稿r教会の市民機構化」における第二草案、とくに礼拝の自由の条文
　に対する否定的な評価は、タレランの影響が濃い統領政府よりの草案だと
　する先行研究の評価に縛られ、一次史料にもとづく実証が不足したもので
　あった。
88後で詳しく述べるが、独身の戒律を破って結婚することや、聖職叙任状
　を俗権に引き渡すことなどを意味する。谷川r十字架』60頁では、棄教と
　いう訳が用いられている。
89　Boulay，t．3，no．839，0bservations　de　Spina　sur　le　projet　IL
90　Boulay，t．3，no。842，Projet（1e　convention　no．IIL
gl　Boulay，t．1，no．177，Spina　a　Consalvi，｛1801年1月9日｝．
92　Boulay，t．1，no．181，Projet　de　convention　no。IV．
93Boulay，t．1，no．183，Spina　a　Consalvi，｛1801年1月16日／．
94Boulay，t．1，no．188，Spina　a　Bemier，｛1801年1月19日｝＆no．189，
　Bemier　a　Talleyrand，｛1801年1月20日｝．
95Boulay，t．1，no．193，Spina　a　Della　Genga，｛1801年！月24日／＆no．
　195，Bernier　au　Pape，｛1801年1月26日｝．
96　Boulay，t．1，no．222，Projetdeconventionno．V．
97Boulay，t．1，no．242，Spina　a　Bemier，｛1801年2月19日｝．モリは亡
　命旧体制司教にも同様の書簡を送った。テネの史料集には、ヴァンス旧体
　制司教がモリの書簡の内容に不自然なものを感じ、コンサルヴィに真偽を
　問いあわせた書簡が収録されている。Theiner，A．，Docω肌εη6sεη6疏s
reZα齢α砿伽かεsreZ‘9‘eαses6eZαFrαπcε，1790α1800，脚傭s
　dεsαrch・♂oεs　seor窃es　d勉γα6εcα荏，t・2，Paris，1858，no．CCLXXXII，
　r6veque　de　Vence　a　Consalvi，｛1800年11月1日｝．
98Boulay，t．1，no．242，Spina　a　Bemier，｛1801年2月19日｝．
99Boulay，t・1，no・264，Talleyrand　a　Spina，｛1801年2月21日｝＆no．
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　265，Bemier　a　Talleyrand，｛1801年2月22日｝．
100Boulay，t．1，no．266，Spina　a　Talleyrand，／180！年2月23日｝，
101　Boulay，t．2，no．305，Variantes　du　Projet　V，indiqu6es　confid．en－
　tiellement　par　Bemier　comme　admissibles．この草案については、
　拙稿r教会の市民機構化」ではベルニエ修正私案としたが、ベルニエ案に
　改めた。
102Zelanti（熱心派）はイタリア出身の聖職者の集団であり、宗教問題に
熱心に取り組んだことが名称の由来であるとされる。多数の枢機卿を擁し、
　教皇庁の最大派閥である。アントネッリAntonelli枢機卿については、
　拙稿r教会の市民機構化」でアントネルリとしたが、原音に近い表現に改
　めた。
103Boulay，t．2，no．333，Antonem　a　Consalvi，11801年3月12日｝．
104Boulay，t．2，no．347，Contre－projet　de　Di　Pietro。拙稿「教会の市
　民機構化」ではディ＝ピエトロ修正案としたが、ディ・ピエトロ案に改め
　た。
105　Boulay，t．2，no．333，335，336，338，347－349．
106　Boulay，t．2，no．348－350，369＿371＆t．6，no．356bis，
107Boulay，t．1，no．221，Le　P．Consul　a　Talleyrand，｛1801年2月2日／．
　従来の拙稿では、“Corps　legislatif”を立法府としたが、定訳の立法院
　に改めた。カコーCacaultについても、拙稿「1801年のコンコルダ」で
　はカコールトとしたが、表現を改めた。
108　Boulay，t．2，no．324，Instructions　pour　Cacault＆no．325，M6moi－
　re　pour　Cacault，｛1801年3月19日｝．
109　Boulay，t．2，p．261，n．1．
110Boulay，t．2，no．392，、Cacault　a　Talleyrand，｛1801年5月2日｝，no．
394，Consalvi　a　Spina，｛1801年5月2日｝＆t．6，no．390bis，Cacault　a
　Consalvi，｛1801年4，月29日｝．
111Boulay，t．2，no．400，Contre－projet　envoy6a　Paris。拙稿「教会の
一275一
松　蔦　明　男
　市民機構化」では教皇庁対案としたが、教皇庁案に改めた。
112元の教会財産で、政府によって没収されたものの、売却されずに国有
　地として取り置かれていた分。
113
114
115
116
117
統領政府は第六・第七・第八草案で復活を試みたが、最終的に妥協した。
Boulay，t．2，no．346，Consalvi　a　Spina，｛1801年3月28日｝．
Boulay，t．2，no。399－411．
Boulay，t．2，no．450，451，456，458，460－470。
Boulay，t．2，no．477，Talleyrand　a　Cacault，｛1801年5月19日｝＆
no．502，Note　de　Cacault　a　Consalvi，｛1801年5月30日｝．
118
119
120
121
122
Boulay，t．2，no．499－516．
Boulay，t．3，no．525－539＆p．13，n．1．
Boulay，t。3，no。564，Projet　de　convention　no．VI．
Boulay，t．3，no．564－567＆t．6，no．563bis，564bis．
Boulay，t．3，no．608，Consalvi　a　Doria，／1801年6月25日｝＆t．6，
　no．596bis，Caselli　a　Di　Pietro，｛1801年6月22日｝．
123Boulay，t．3，no．603，：Note　de　Bemier　a　Talleyrand，｛1801年6月23
　日／．
124　Boulay，t．3，no．610，Prolet　de　convention　no．VII．
125　Boulay，t．3，no．611，Eclaircissements　de　Consalvi　sur　son　contre．
　projet＆t．6，no．610te「，Contre－projet　de　Consalvi．拙稿r教会の市
　民機構化」ではコンサルヴィ第一対案としたが、第一対案に改めた。
126Boulay，t．6，no．620bis，2e　contre－projet　de　Consa1虹拙稿r教会
　の市民機構化」ではコンサルヴィ第二対案としたが、第二対案に改めた。
127Boulay，t．3，no．630，Consalvi　a　Doria，｛1801年7月8日1，t．6，no・
　628bis，Bemier　a　Consalvi，｛1801年7月7日｝＆no．628te「，Consalvi　a
　Bemier，｛1801年7月7日｝．
128　Boulay，t．6，no．628bis．
12g　Boulay，t．3，p．184，n．2，3e　contre－projet　de　Consalvi．この史料は
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未発見で、掲載されているのは編者による復元版である。拙稿r教会の市
民機構化」では7月11日の合意文書としていたが、この呼び方は草案の起
草日や合意の形成日との関係上、問題があるため、第三対案に改めた。
130　Boulay，t．3，no，631－634。
131Boulay，t．3，no．635－638，641，642，647．統領政府の全権代表は、参
事官ジョゼフ・ボナパルト、参事官クレテ、ベルニエ師の三人。教皇庁の
全権代表は、国務長官枢機卿コンサルヴィと、コリント名義大司教スピー
ナの二人。調印には、スピーナの随行員で神学者のカゼッリCaselliも参
加した。カゼッリにっいては、従来の拙稿ではカセルリと表記したが、原
音に近い表現に改めた。
132　Boula．y，t．3，no．640，Projet　de　convention　no。VIII．
133Moniteur　universel，24messidor　an9．原文は“Gonsalvi”と誤記。
拙稿r教会の市民機構化」における引用は、訳が的確ではなかった。
134Boulay，t．6，no．642bis，Bemier　a　Consalvi，｛1801年7月13日｝．
135　Boulay，t．3，no．643，Projet　d．e　convention　arret6par　les　p16nipo－
tentaires．拙稿r教会の市民機構化」では、この草案を七月十四日の合
意文書としたが、この呼び方では草案の起草日や合意の形成日との関係上、
問題がある。ブレの史料集の表現に従い、全権代表案に改めた。
136教皇特派大使16gatは、教皇の派遣する使節及び外交官の頂点に位置
する重要な役職である。通常は枢機卿が任じられるものであるが、枢機卿
が任じられた場合には教皇の別の人格とみなされる。その権威と権限は、
教皇自身のそれに匹敵する絶大なものとなる。そのため、とくに枢機卿教
皇特派大使と呼ばれる。谷川r十字架』60頁では、教皇全権特使とする。
137Boulay，t．3，no．671，Consalvi　a　Doria，｛1801年7月25日｝．
138Boulay，t．3，no．666，Consalvi　a　Doria，｛1801年7月24日｝．
139Boulay，t．3，no．721，Doria　a　Spina｛1801年8月8日／＆no．722，
Cacault　a　Talleyrand，｛1801年8月8日／。
140枢機卿会は教皇政府の最高機関で、元老院に相当する。
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141　Boulay，t．6，no．725bis，Votes　du　S．Coll◎ge＆vote　d．’Albani，＆
　no．728bis，Vote　d’Antonelli．
142　Boulay，t。3，no．731，Ratification　d．u　concord，at　par　le　Pape．
143　Boulay，t．3，no．787，Ratification　d．u　concor（lat　par　le　P．Consul，
　no．788，M＆ret　a　T311eyrand，｛1801年9月8日｝＆no．789，Les　pl6nipo－
　tentiaires　frangais　a　Talleyrand，｛1801年9月10日｝．
144以下、コンコルダの各草案に対する言及と引用が頻出するため、史料
　番号をまとめてここに列挙する。第一草案：Boulay，t．3，no。832，835．ス
　ピーナ案：t．3，no．836．第二草案：t．3，no．838．第三草案：t．3，no．842．第
　四草案：t．1，no．181．第五草案：t．1，no．222．ベルニエ案：t．2，no．305．
　ディ・ピエトロ案：t．2，no．347．教皇庁案：t．2，no．400．第六草案：t．3，
　no．564．第七草案：t．3，no．610．第一対案：t．6，no．610te「．第二対案：t．6，
　620bis．第三対案：t．3，p．184，n．2．第八草案：t．3，no．640．全権代表案：t．
　3，no．643．第九草案：t．3，no．644．1801年のコンコルダ（調印文書）：t．3，
　no．645．先行研究の中では、ルフロンが各草案の条文の比較を行っている
　が、本論文とは評価の方向性と基準がことなるものである。ルフロンがと
　りあげた争点は、旧体制司教の辞任、宣誓派司教の辞任、売却済国有財産、
　カトリック教会の地位、礼拝の公然性の五点である。Leflon，Lαor‘sε
　r6ひo臨‘oηπαかe，P．182－186．
145Boulay，t．3，no。632，M6moire　de　Bemier　sur3e　contre－prolet　de
　Consalvi，｛1801年7月11日｝．
146Boulay，t．2，no．348，R6flexions　de　Di　Pietro，｛1801年3月30日頃｝．
147　Langlois，　“Politique　et　religion”，P．112．
148Boulay，t．3，no。648，Eclaircissements　de　Consalvi，｛1801年7月16
　日頃｝．
149Boulay，t．3，no．632，M6moire　de　Bemier．
150Boulay，t。3，no．621，Eclaircissement　de　Consalvi，｛1801年7月3日
　頃｝．臨終を迎える者に授けられる秘蹟としては、最後の聖体拝領より、
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　終油の秘蹟の方がよく知られている。この秘蹟に用いる聖油は、聖体と比
　べると遥かに軽い扱いを受けている。現在、聖油は一般信徒が持ち運ぶこ
　とが容認されている。
151　Boulay，t．6，no．728bis，Vote　d’Antonelli．
152　r聖体大祝日」、rカトリック大辞典』。原文は旧漢字・旧仮名遣い。こ
　の儀式は1317年にクレメンス5世によって教会法で定められ、現在のフラ
　ンスに相当する地域では、1320年までにはサンス司教区でおこなわれてい
　た。1911年の礼部聖省令により、すべてのカトリック教徒が遵守すべき一
級大祝日に定められた。ただし、立川孝一氏の指摘によれば、エクスの聖
　体大祝日は「一八世紀には、宗教的性格は失われて、市民の目を楽しませ
　る華麗なスペクタクルに変化している」立川孝一rフランス革命と祭り』
　（ちくまライブラリー1988）75頁。立川氏は、聖体大祝日の行列を遊び
　と政治の結合した世俗的祭典としている。教皇庁が復活を求めたのは、ト
　リエントの公会議が定めたプロテスタントに対する示威行動の方である。
153Boul＆y，t．6，no．628te「，Consalvi　a　Bemier，｛1801年7月7日｝．
154Boulay，t．3，no．648，Eclaircissements　de　Consalvi，｛1801年7月16
　日頃｝．
155　Bou1εly，t．6，no．628bis，Note　explicative　du　P．Consul　sur　la　pub－
　1ieit6（iu　culte．
156共和第4年葡萄月7日法第3章第16条「あらゆる礼拝にっいて、その
儀式は、それをおこなうために定められた壁で囲われた空間enceinteの
外でおこなうことが禁じられる。この禁止は、儀式の際に、同居人の他に
　10名以上は集まれないような個人住宅の壁で囲われた空間の中でおこなわ
　れる儀式には、適用されない。」Duvergier，t．8，p．2g3－2g4．
157Boulay，t．6，no・628bis，Bemier　a　ConsalvL｛1801年7月7日｝．
158Boulay，t．3，no・631，Bemier　au　P・Consu1，｛1801年7月11日｝．
159　Boulay，t．3，no．531，Remarq，ues　et　corrections　propos6s　par　Ber－
　nier　sur　le　contre－projet　romain，｛1801年5月27日｝．
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160　め掘．
161　Boulay・，t．3，no．645，Texte　d6finitif　du　concordat・
162　Boulεしy，t，2，no．348，R6flexions　de　Di　Pietro．
163共和第10年芽月18日法（1802年4月8日）は、1801年のコンコルダ、
　カトリックの附属条項、プロテスタントの附属条項の三っを一体化させた
　法律。統領政府が共和第10年の臨時国会に提出し、国内法として制定した。
　二つの附属条項は統領政府によって起草された法律で、それぞれ、政府が
　カトリックとプロテスタントの礼拝を統制する際の細則及び礼拝の際に認
　められる諸権利を定めたものである。教皇庁は、コンコルダを世俗国家の
　法として議会で採決することも、両附属条項を制定することも、それらを
　単一の法としてコンコルダと一体化させることも、まったく知らされてい
　なかった。カトリックの附属条項については、拙稿r1801年のコンコル
　ダ」ではコンコルダ付属条項としたが、拙稿r教会の市民機構化」以降、
　附属条項としている。本論文ではプロテスタントの附属条項もとりあげる
　ため、カトリックの附属条項とした。1801年のコンコルダで定められた礼
　拝の自由が変質させられ、共和第10年芽月18日法という形態をとるに至る
　過程にかんしては、本稿に続く拙稿で検討する。
164　Duvergier，t。16，p．250－252．
165　God．echot，」．，五εs加s痂碗♂on8dεZα！7rαη，cεsoωs　ZαR600Z碗♂on，
　ε孟1’Empかe，Paris，1951，4e6d．，1989，P．721－730．
166イギリスのカンタベリーに相当する、ガリアの首位司教座は、本来な
　らトリアーであった。それはながらくフランス国外、っまりハプスブルク
　家の勢力圏にあった。Archives　nationales（以下A．N．），F／19／1903，
　Lettre　de　Pidoll　von　Quitenbach，｛1802年2月14日｝．
167Boulay，t．3，no．603，Note　de　Bemier　a　Talleyrand，｛1801年6月23
　日｝．
168司教座任命管理者は、司教がその職務を果たせなくなったにもかかわ
　らず、何らかの理由によって、次の司教の叙任が実現できない場合に置か
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　れ、司教の職務を代行する。次の司教に内定している人間が就任するのが
　一般的である。
169上智大学中世思想研究所編訳rキリスト教史6・バロック時代のキリ
　スト教』（平凡社ライブラリー1997年）228－231頁。
170聖職者市民化基本法によって定められた宣誓派の司教座は、本来は県
　名で呼ばれるべきものであった。たとえばグレゴワールは、正式にはブロ
　ワ司教ではなく、ロワール＝エニシェル司教だった。しかし、県名による
　呼称は定着せず、伝統的な司教座都市の名前で司教を呼ぶやり方が復活し
　た。
171Boulay，t．3，no．836，Note　de　Spina　a　Bemier，｛1800年12月7日｝．
172　　Pisani，P．，R匂）θrεo‘rεbε08アαph‘（1砿θde　Z’6pεscopα6coηs6あω蕊o几一
　ηθZ‘1791－18021），Paris，1907，p。13．
173　旧体制のヒエラルヒーは、旧体制司教に対する個々の非宣誓派司祭の
　服従によって存続させられていた。この時点では、既に旧体制下の位階制
　の秩序は維持されていない。
174Latreille，C．，．Aμ2s．
175　George，」．，伍s60かe　dεs　mαかes　lZ89－1939，1990，p．22．
176この点に関しては、谷川がr十字架』で示したヘゲモニー闘争の視点
　が極めて重要である。
177　Boulay，t．2，no．348，R6且exions　de　Di　Pietro．
178表現は若干変化があるが、ベルニエ案・ディ・ピエトロ案・教皇庁案・
　第一～第三対案・全権代表案で用いられている。
17gDelacroix，p．134－144．主な情報源は郡長や市町村長であったが、彼
　らの報告や推薦は非常に不正確であった。それを前提に1802年に叙任され
　た主任司祭は、三万名にも達した。
180　Duverg・ier，t。8，P．25，D6cret　sur　rexercice　d．es　cultes，3vent6se
　an3．
181Pisani，p．327．後に、1867年8月31日の礼部聖省令により、すべての
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　聖体顕示台（聖体拝領のパンを飾るための光背付きの高圷）が、金銀ない
　し金メッキされた銅で作ることが義務づけられた。
182Boulay，t．1，no．84，Note　de　Spina　a　Bemier，｛1800年11月15日｝．
　スピーナが提案したのは、教会十分の一税の復活という非現実的な案で
　あった。ベルニエ師も、カトリック王党軍の支配地域で教会十分の一税の
　復活を試みたことがあるが、住民から反発されて失敗している。Leflon，
βα漉r，t．1，P．22－23。
183　コンコルダで返却の対象としなかった未売却の司教館については、第
　一統領が内相シャプタルを通じて各県知事に返却を命じる通達を出した。
　Boulay，t．5，no．1234，Maret　a　Chapta1，｛1802年4月9日｝．統領政府が
　未売却の国有財産を返却しなかった理由は、それを売却した場合にかなり
　の収入が得られるからである。統領政府は国有財産の売却を共和第9年花
　，月9日の決議（1801年4月29日）で中断していたが、共和第10年花月15＝
　16日法（1802年5月5・6日）と共和第12年風月5日法（1804年2月24
　日）によって売却を再開した。前者はコンコルダ施行（1802年4月18日）
　の直後である。
184定期金とは、一定の間隔で一定額の現金が支給されることを指す。ラ
　ントや年金を含む概念である。
185Boulay，t．5，no．1208，Rapport　de　Portalis，｛1802年4月4日｝，
186国有財産購入者は、革命を支持する人間ばかりとはいえない。礼拝堂
　を購入し、そこで非宣誓派聖職者にミサをおこなわせ、自分と同意見の信
　徒だけを参列させた人間もいた。以下は宣誓派の機関誌r宗教年報』から
　の引用である。「タルン県ラバスタンス発。白き悔俊の礼拝堂は、共和第
　3年草月11日法による利用がコミューンの住民に認められず、国有財産と
　して売却された。その礼拝堂の購入者達は、それを直ちにボワイヤル、
　ヴィグル、プラディエ、パルギュイエルの四名の市民に転売した。あらた
　な購入者達は、共和第5年風月11日〔訳註・1797年3月1日〕、ラバスタ
　ンスの役場の登記簿に所有権移転の申し立てを行い、共和第8年雨月1日
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　〔訳註・1800年1月21日〕にその更新の申し立てを行った。最初の申し立
　ての約三ヶ月後、当該の礼拝堂の扉が閉ざされ、先の雨月初旬の数日間を
　除いて閉ざされたままになっている。扉が閉ざされるようになってから、
　中では多数の信者の列席の元に、特定の聖職者によって礼拝がおこなわれ
　るようになった。当該のコミューンに存在する小教区の主任司祭であった
　エブラルなる人物は、コミューンの中心市の出身であるが、エミグレ名簿
　に記載されており、逃亡先から出身地に戻ってきた人間である。彼は、そ
　の礼拝堂で迫害を旨とする礼拝を実践し、もっとも罪深い倫理上の罪を犯
　している。その礼拝堂で聖務を実践している司祭達は全員、亡命したアル
　ビ旧体制司教だけを上級者として認めている。」Annales　de　la　Religion，
　t．13，p．231－232．
187　Aulard，，（）oηs認α孟．ρroo‘soかe，p．35，2frimaireεln8．
188A．N．，F／19／481．カイヨが文中で言及している物資調達に関する合意
　は、公式には存在しない。彼は、この脅迫状が警察の手に落ちることを予
期して、小麦を武力を使って強奪するという脅しや、抵抗せずに小麦を引
　き渡せという要求は暗示に留めている。
189σo肌dε陥p．，no．1511，Trait6de　Tolentino，｛1797年2月19日｝．
　　　　　　　　　　　　∫190　レガティオー二三郡には、現在も高い農業生産力を誇る、ボローニャ・
　ロマーニャ・フェラーラが含まれる。
191　Latreille，A。，L’6gZεsε，t．1，P．267－279．
192　Latreille，A．，L’6gZεse，t．2，P．1－10．
193Boulay，t。1，no．160，Consalvi　a　Spina，｛1800年12月13日｝．
194Boulay，t．1，no．267，269，t．2，no．309，341，441＆t．4，no．1012．多数
　のフランス人が売却された教皇庁資産を購入していたため、教皇庁は統領
　政府の意向が無視できなかった。旧体制司教の総辞職の措置と同様、この
　問題でも、教皇庁は旧体制のフランス聖職者団の利害ではなく、教皇権の
利害を優先している。
195　Boulay，t。3，no．804－809＆t．5，no．1274．
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196　Boulay，t．2，no．348，R6flexions　d．e　Di　Pietro．
197　この俗権による教会財産の没収について、谷川稔は、次のような見解
　を取る。rおそらく、教会財産に対しては王権（政治権力）が広範な処分
　権を行使しうる、という慣行のようなものが従来から成立していたからで
　あろう。現に、イギリス王室をはじめドイツの諸侯、それにっい先年オー
　ストリアのヨーゼフニ世（マリー・アントワネットの兄）も同様の措置を
　取っていた。国教主義、ガリカニスムの帰結というべきであろうか。」谷
　川r十字架』26頁。谷川がここで指摘するのは、宗教社会学で用いられる
　概念、世俗化s6cularisationのことである。
　r世俗化という概念を初めて用いたのは、おそらくウェストファリア宗
　教和議の交渉におけるフランス代表ロングヴィルであろうといわれる。そ
　れは、従来、教会管轄の下に置かれていた司教区や教会財産などを世俗諸
　侯の支配の下に移す《還俗》の過程を指すものであった。のちにナポレオ
　ン時代にいたっても、この概念は、カトリック教会の理解に従えば、r不
　正に行われた宗教施設の廃止や教会財産の没収」を意味することによって、
　歴史的・法制的な不法性という性格づけをともなってきた。（中略）当初、
　まず政治権力によって教会の保有する土地の収奪として始まった世俗化は、
　一七世紀末から一八世紀にかけて、しだいに知的エリートの間で権威、伝
　統、教義など教会の神学的財産を普遍的な人間理性の支配下にもたらすこ
　とになった。」宮田光雄「世俗化と宗教倫理（上）」（『思想』第586号1973
　年4月）2頁。
198　Boulay，t．6，no．725bis，Votes　du　S．Coll6ge＆no．728bis，Vote
　dンAntonelli．
199Corr御o認απce伽Zo肌α6ゆεe6漉肌oかεs漉d‘6sdμσα頑παZ
　ハ4ααrly‘1792＿181り，pp．MgT．Ricard．，t．1，Lille，1891，p．123－132，
　Maury　a　Emery＆aLl　Leflon，E肌αッ，t．1，p・270－2751L飢reille，C・，
　L’oppos痂oη，p．10－13，40－431rキリスト教史7』278－287頁。
200Boulay，t．3，no。804－809．スピーナは交渉開始の際、忠誠の宣誓の拒
一284一
1801年のコンコルダ（1）一交渉過程一
　否を試みているが、すぐに譲歩した。Boulay，no．831，Note　de　Spina　a
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